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まえがき
この研究の主題は，林業経営における経営成果の測定に関する基礎的な原理の確立にあ
るから，林業経営， とくに育林経営の経済的性質を前提としつつ，資本計算方式を主体と
した従来の経営計算原理の一般的適用の合理性の可否を検討し，あわせて林業経営計算の
537 
308 山形大学紀要(農学)第5巻第3号
あるべき原理， とくに林業に特有な実体的な生産力の維持にかかわる原理を迫)jとする.
従って，資本計算体系を主体とした経営計算原理が，資本主義経済下であらゆる経常の
資本運動ならびに資本循環の実態に適合し共通した計算認識を与えるという原則的な立場
をとりつつ，それが林業経営のもつ生産の特質・の故に生ずる特殊ないくつかのA')百と限界
を析出し，林業経営の実態、に即応して独自の計算体系を設定せんと、するもので、ある.
以上の研究目的を達成するために，研究の段階を概ね 2段階にわかち，まず，第 l段階
として，資本計算に対する基本的認識を明らかにし，その性格理解の立場をIYらかにす
る.ここでは，経営発展論的視角から，資本制企業の発展に対応し，その合目的な計算技
術としての資本計算が経営主体の目的・判断によって決定されることを中心に，経常主体
論の立場を明らかにし，さらに経営計算技術論的視角から，貸借均衡原理，資本.1鈴:原理
がいかに経営主体の性格の変化によって修正されているかについて論ずる.この段階での
重点は，資本主義経済体制下の経済諸条件の変化が，著しく経営の再生産を困却{にしつつ
ある状況，経営をめぐる社会的条件の変化が，利益の配分をより社会的なものとしつつあ
る状況をもとに，経営維持論の性格とその応用としての修正的な資本計算方式の民間につ
いて検討し，さらに検討の全体を通じて，筆者の独自の実体計算の立場を示す.
次いで，第2段階として，林業経営計算論の体系的な分析と，あらたな実体ii'1"算体系の
設定について論ずる.ここでは，林業経営計算論の段階的発展のなかに把握される特殊
性，歴史性を明らかにし，次いで成果測定の基礎対象の特質，それが与える計算技術論へ
の影響，林業経営計算においてなさるべき必要な認識およびその手続について論ずる.
とくに資本計算原理を貫徹しにくい特質の存在するなかで， しかも実体的な資本維持お
よび林地再生産力の拡大をはかるというなかでの計算原理の性格は，極めて特殊なものと
ならざるを得ない.しかし，これらの困難にも拘らず，森林経営ないし林業経'討の経営
過程において，実体的な給付費消が発生している事実を無視することはできない. しかも
なお，これらがあらたな社会的な価値創出の機能を担いつつあることは，その流通過程で
の資本制市場の発展とともに，より一層価値計算の必要を増大しつつあるのである.従っ
て林業経営計算論は，林業経営の独自的発展と林業生産の本質的性格に合致した独特の体
系のものとして確立されねばならないと考え，そのための筆者独自の計算原理の肢聞を試
みた.
第 1章経営計算の基本的性格
第 1節経営主体論の意義と特質
経営計算原理， とくに資本計算原理の確立は，資本主義経済の発展と経営の発股にとも
なって，複雑な体系を描きつつおこなわれてきた.そこで，まず，この展開に問し，以下
筆者の見解について述べよう.
資本計算原理は，資本主義経済の形成と発展とともに，かつての勘定技術理論のみの段
階から，資本利潤追求のための明確な手段として，経営主体の積極的な意識の反映する
場として現われてきたと考えられる.また，同時に，資本計算原理自体のなかにも変化を
生じ，経営の発展にともなう資本の要求の変化にともなって，伝統的な純粋計算技術論ど
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しての諸原則を維持することは非常に困難となり，容易ならざる矛盾を生じてきた.この
ような発展と自己矛盾の過程のくり返しが，後に静態論から動態論，あるいは三元論への
資本計算原理の変質をもたらしたものと思われる.そして，この変化の根底にあったの
は，経営主体の質の変化であり，まずこの立場(経営主体論の立場)から，その展開の過
程を分析することにしよう.
(1) 所有主・ 資本主理論の形成
近代的な動態会計論に先立つ先l駆的な計算技術論は，いうまでもなく，伝統的な簿記的
勘定理論であると考えられる.すなわち，初期の経営の発生段階においては，いわゆる経
営は現代のごと く重層的な物的装備によ って担われたものではなく，個人的な投資を対象
ないしは目的とする資本主的な事業をおこなうためのものと意識された.従って，勘定記
録の本質は，個人的な投資資本の価値発生，増械を把握するためのものとして把えられた
ものと理解される.
例えば， Alexand巴rMalcolmによれば1)，r資本は帳簿上ーさいの他の勘定の(これらの
勘定が資本主の利益のためであるかぎり)生ずる根幹なりとみるべきである.けだし，あ
る事物が他のものと交換されることによ って増加を生じようと減少を生じようと，あるい
は平衡であろうと，いずれの場合であっても，その影響するところは資本であって，それ
は資本価値の発生消滅となるか，もしくは単に資本構成部分の変化となるJ としているご
とく ，資本勘定が支配的な中心勘定であり，簿記思考の根本にはまず最初に資本価値の増
減を認識する目的があったことは注目に値しよう.
また， F. V，r. Cronhelm fこよれば，rDouble Entry by Single， 1818J において，被式簿記
の本質とのかかわり合いから， 財産記録のための簿記の目的は，所有者に対して常に全資
本およびその各部分の価値を明らかにするところにあるとしてU、る.従って経営過程の進
行によ って財産の構成状態には若干の変化を生ずるものの，究極的には財産の合計は資本
の合計に等しいものと認識したと考えられる.
すなわち，初期の経営主体論の段階においては，経営計算の目的は，主と して経営の所
有主=資本主の資本勘定を中心として，資本主の資本価値の増減をはかるところにおか
れ，さらには伝統的な勘定簿記技術がこれと結びついていたと言うことができるのであ
る.すなわち，一方では，資本主の資本の増減をはかる要求がおこなわれ，他方において
は，その要求を満・す複式簿記体系の設定がおこなわれていたとみられるのである.
これらのものと同様の方向を示したものとして， Thomas Jonesは rPrinciplesand Pl'a-
ctices of Bookkeeping， 1841J において，複式簿記について 2つの命題をあげている.第
1の命題は一定時における資産と負債の確定，およびその在高比較であり，第2の命題は
期首の在高状態とその期間の損益の決定，それによる期末の在高状態の決定である.これ
らは二組勘定の理論形式をとるものであり，第 1次勘定は現金の受取または増加に関する
もの，現金の支払または減少にかかわるものであり，第2次勘定は資本，商品の払出，仕
入，費用の支出，戻入，損失増加または減少および利益増加または減少に関するものなど
である.従って第 1次勘定は実体的な財務部門に通じ，第 2次勘定は名目的な経営部門に
関連するものといえるのである.
このように，複式簿記の基本的な構造関係は，経営主，資本主の所有する財産の管理と
その取引の把握を 目的として構成されるものであって，所有純財産の変動の測定，分析が
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主たる目的であるといえよう.このような段階における勘定原理に関する基本的な思考
は， Cronhelmの勘定方程式によっても示されているのすなわち，
資本主資本 (Proprietor'sStock) 
=積極財産 (Positiv巴 Properties)
一消極財産 (NegativeProp巴rties)
のごとくである.すなわち，これらは Kurzbau巴rの在高勘定と成果勘定，Thomas Jones 
の networthの思考などとともに，資本というものがすべて資本主の出資にもとづく資
本主の独占性を意味するものとして取り扱われてきたことを示すものなのである.
これらの諸関係は，本来，中世以降，経営の発展の主体が資本主(あるいは所有主)で
あり，これらの個人的投資と営業によってのみ，初期の原始的な資本蓄積がなされてきた
ことを示唆するものであって，それ故に会計の機能も初期は資本主のためのものであった
と認識されるのである.
(2) 経営それ自体の概念の発生
伝統的な勘定理論が主として資本主ηためのものとして展開されてきた段階は，資本主
義経済の発展とともに変化し， とくに株式会社制度を主体とする企業制度の発展ととも
に，資本の集積が高度化するにつれて，従来とは異なるあらたな勘定理論 ・会計理論への
発展の段階へと入ってきたと思われる.これらは資本主義経済の発展の度合いによって，
また国のちがいによ ってもその進度は異なっている. しかし，概して，より多くの資本の
集積がおこなわれるにつれて，漸次，特定少数の資本主による経営の支配が後退し，独立
した社会的運動体としての経営体を生み出すことになってきたのである.所有と経営の分
離によ ってはじめて，従来の単なる資本主理論は3 その適合性を失ないJ経営は資本主に
よる単純支配の形ではなく，総体的な経営それ自体としての立場で把えねばならない方向
に転換してきたと考えられる.
この転換は，経営をそれ自体として，また独立のものとして把えるという経営entity翌1
論の成立を促したと考えられる.しかし，この場合，理論的には 2つの側面においてその
流動する方向を見定めておかねばならないと考える.その 1つは，伝統的な資本主翌I!論の
修正もしくは対立という形での代理人説の方向であり，他の 1つは，全く独立した概念と
しての経営それ自体を認識するという entity論である.この両者は，会計認識の主体が
単なる資本主から分離して行くという点では一致しているといえるが，分離して生まれる
あらたな認識の主体の如何においては異なっているといえるのである.前者は，資本主か
ら委託された代理人説としセの立場であり，後者は資本主などの特定の個人的利害(j寛接
的な)から超越し独立した経営自体の立場である.この分離現象は，単に資本主概念から
経営それ自体の概念へと認識が移行したという点では一致しているものの，その立脚する
基盤が異なり，経営 entityの承認の基礎が発生史的にも異なっているとU、わざるを科ま
U、.
Littletonによれば3)，r資本主主体論は，資本主と企業が法律上不可分の関係を有し，か
つ，一方のための会計が事実上他方のための会計となるよ うな，個人形態の企業について
よく妥当する.これに対して，企業主体理論は協同形態の企業においてよく具現する.け
だしこの企業形態にあっては，資本の出資者は法律上営業と区別され，所有という用語は
いちじるしくその適応力をよわめるJ としている.これは，資本主理論においては，資産
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の請求権は所有者個人のものとして特定化されるのに対して，経営それ自体としての立場
のあらわれてくる協同形態においては，個人の資産の請求権は分散化し，個人支配力は弱
められることを指j商しているといえよう.
しかし，さきにも指摘したように，代理人説については，資本主会計とともに，中世以
降においても存在していたことは事実であ り，かり に経営の全体的発展の主体的担い手が
資本主にあったとしても，既に組合企業が成立し，組合企業の委託の形で代理人説を裏づ
ける会計慣行が成立していたことが事実である以上，これが資本主理論の変形であるか，
経営それ自体の展開であるかは別としても，少な くとも，経営主と離れて独立した経営そ
れ自体の認識が生まれてきていたということは，会計論の発展を進める主要な条件として
認めてよいと思われる.一般に組合企業においては，特定少数の個人支配からの離脱は早
くおこなわれる可能性があり， 資本主理論の基盤となっていた個人的企業でさえも，資本
の集積とともに， 1斬次，特定個人の支配から独立した経営それ自体が生まれ，経営それ自
体の存在が，経営認識としての主流を形成することになったと考えられるのである.
従って， 個人的経営の段階においては，資本主理論が相対的には適合性をもっと考えら
れ，協同形態の組合経営においては，その私的協同的資本の性格の放に，資本利益の協同
配分の過程では個人持分の公平配分が主体をしめ，特定少数の支配は弱められ，共通の基
盤である経営それ自体の立場の方が明確に認識されるに至ったのである.資本主会計と代
理人会計のこのような並存は， 資本主会計のみにおいて表わしえなかった，また表わしう
る筈のものではなかった会計の側面，すなわち経営活動それ自体の側面を表わすにいたっ
たのであり，これこそはとくに特徴的な事実として認むべきこ となのである.かりにそれ
が組合員の委託と U、う代理人会計の場において強く現われたといえるにせよ，従来の認識
とは全く異なった資本主と対立した「経営自体Jの概念が生まれてきたことは注目に値す
る事実なのである.たとえ，代理人説に対する評価について，かりにこれを資本主理論の一
部とする立場をとるにせよ，またとらないにせよ，これとは何のかかわりもなく，独立し
て成り立ちうるものであるという事を認めることが重要なのである.
「組合企業においては，資本の出資者とその資本を運用する営業担当者とはおのずから相
違し，すべての出資者が同時に営業担当者となることはむしろまれなことである.そこで
は，多数の出資組合員は特定組合員に一切の営業を委託し，営業より生ずる利益の分配に
預かるという関係に自己をおく.従って営業を担当する組合員は，組合員出資資本の受託
者となり，多数の組合員は資本の委託者となるi>のである.この関係において，経営の
責任者は，組合資本の受託者として，組合の一切の取引を組織的に記録し，営業財産の変
動にあわせて，組合員に帰属すべき損益を測定した.ここでは，会計は出資者個人の人格
からは全く独立した形の，営業体，経営体としての立場からおこなわれたのである.
(3) 経営主体理論と経営実体の概念
経営の entity 経営実体)が本格的な概念として成立するのは，株式会社制度が株式の
公聞をおこない資本の集中化を進めるに至ってからである.既に組合企業においては，会
計の主体が出資者から独立することによ って，経営そJし自体の認識が生まれたのである
が，その後どちらかというと組合企業が出資組合員との人格的な結びつきを強く残存して
いるのに反して，株式会社制度では，経営と所有の分離は，はるかに非人格的な物質的な
ものとしてj並行していたとみられる.株式会社制度の普及は，有価証券市場の発展を促し
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たが，株式の流動的な性格が一般化するとともに，漸次株主と経営との聞の人格的結合は
失なわれてきた.このような出資者の人格からの分離によ って独立した物的経営ないし経
営体の概念を生み出したのである.
経営主体理論は，このように経営の entityを認めることにより，これにかかわる経営活
動のすべてを経営自体のものとして把え，これをもとにして，あらたな会計認識を生むこ
とになったのである.すなわち，損益は経営資産に関する変化 (増減)の結果であり，特
定の所有主資産や株主資産の変化ではないとい うことを認識する必要があるのである.従
って収益 ・費用の概念は，単なる所有主または株主の持分の増械の把握ということではな
く，経営資産自体の増減を以て説明されることになるのである.
経営主体理論では，資産 ・負債および資本は，すべて「経営自身Jに属するものとして
把えられる.経営総資産は経営の entityの財産であり，すべての負債と資本は差別なく，
entityの資本の源泉となるのである.貸借対照表方程式は，資産を他人資本と自己資本の
合計として把え，資本主理論のごとく出資の大きさ，形式のみを問題とするのではなく ，
経営資産の全体如何という実質的な立場をとるのであるJ資本主主体論にしたがえば，資
本は資本主の出資であり ，負債は単なる消極財産にすぎない.しかるに，企業主体理論に
おいては，資本とは，その源泉の如何をとわず，この場合，企業に活動する財産の合計金
額を意味する.この場合，負債は資本主による投資とならんで資本の源泉と考えられてい
る.また，利益は，資本主主体理論では，積極財産と消極財産との差額たる純財産に生じ
た増加高であるが，企業主体理論においては営業継続中における収益額の出費額を超過し
た部分であるJのことになる.
このような認識を以てすれば，経営の資産および費用は，すべて利潤獲得のための手段
と理解され，従って，貸借対照表は次のように理解されよう6)
(a) 利潤獲得手段の種類(借方)=利潤獲得手段の源泉(貸方)
(b) 未だ回収されざる支出額=投資額
(c) 財産=請求権
また， r未だ回収されざる支出の勘定Jおよび f回収勘定Jは次のような構造に分解され
る7)• 
未だ回収されざる支出の勘定
??????? ?? ?? ?? ??? ?? ?? ??????????? 」????? 。? ????
回収勘定
借方:販売に寄与した各資産および費用
の部分
(貸方:各特定資産および費用勘定)
差額:営業の用役に対する補償
(貸方:決算の際司In閏獲得手段の源泉J
勘定に移記，例えば留保利益)
貸方 :貿手に給付した経済用役に対し受
取った補償額
(借方 :買手の得た用役に対し彼の交付
した財産)
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このような理論は，資産を，単に資本主・債権者などを満足せしめる清算的価値物とし
て把えるのではなく，経営の内部に，いずれ費消されることを前提として待機する生産的
な支/1lとして把えるという考え方にもとづいてお1)，前払支出を原価に分割して特定収益
に対応tしめるための原価主義的な理論である.従って利益は，前払支出に対する補償で
あり 2つの部分に分かれる.すなわち，売手が当初獲得し次いで買手に渡した特定の用
役部分と，経営(営業)自体が給付した用益に対する補償部分(損益)との 2つである.
これらは，いわゆる資本主理論の配分とは異なっていると考えられるである.
企業主体・ 経営主体を経営の entity の認識において把えるという立場についての考え
は，以上述べた通りであるが，上述したような単なる 「経営自体J という抽象的な認識に
は限界があり，これらは実践的にはさらに社会的制度としての経営体・企業体を積極的に
認織する立場， すなわち，企業体理論・経営体理論 Enterpris巴Theoryと呼ばれる立場と
なって現われたと考えられるのである.
経常体理論は， まず社会的制度としての経営体を認識し，さらに社会的制度であるとい
う観点から利害関係者集団の存在を認めることになり，さらにそれらに対する社会的責任
を草創する立場をとることになるのである.このように相異なる利害の調整ということ
は，既に経営自体の問題としての重要事項と なっているといえるのである.とのような認
識について， I坂本安一教授はめ 『企業体理論においてとりあげる企業体は，生産活動や分
配活動などの社会的機能を果すために存在する社会的制度としての企業体である.企業会
計はこのような企業体の立場から行なわれるものであり，企業体の社会的機能を継続的に
遂行することを可能ならしめるために奉仕するものである.従って，企業体理論において
は，企業の活動が継続的に遂行せられ得るよう に，企業資本を維持することを要求する も
のである」として，企業体のための資本維持およびそのための会計上のあり方，すなわち
鈴川動態論が示されているのである.しかし，経営の継続は，単に社会制度論の立場のみ
ではなく，むしろそれを支える実体論の立場から把えられねばならないと考えるものであ
る.この点において，単なる経営主体論に終ることなく，経営実体論とU、う立場が重要と
待えるのである.
このよ うに，現代の経営は単に営利性のみにとらわれることなく，社会性を会計の判断
のなかに包含して行かねばならず，さらにより本質的には経営自体の生産力を 3 社会的意
味において維持しなくてはならないと考えるのである.また経営実体維持の段階にまで入
ってきつつあると考えるのである.従って，以下では実体維持論に到達した筆者の検討過
程について示すことにする.
第 2節 経営維持論への移行と特質
(1 ) 経営維持論への移行過程 (経営体持分の成立)
資本主義経済の発展は，経営の性格を変え同時に会計の方式にも変化をもたらしてきた
といえる.また，同時にこの過程では被式簿記は資本の概念を形成するのに役立ち，経営
諸現象を理解するための技術的・統一的な組織体として機能した.経営成果の測定は，簿
記方式・勘定体系によ って経営過程を秩序づけることによって，より客観的なものとして
おこなわれ，利潤の算定には一般的な基礎が与え られた.とくに，組合企業， 株式会社制
度の発展を通じて会計の機能は発展せしめられ，近代においては，経営それ自体の継続性
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の観点から，長期的 ・安定的な成果の獲得に奉仕する方向が聞かれつつある.さらに，経
営の存在を支えるより広汎な社会的関連の考慮から，利害関係者集団の利害の調整の場と
しての会計の機能があらためて認識されるのである.
会計計算は資本主義体制下の諸種の資本の要求にこたえるものとして存在してきたとい
う基本的な関係をもつものであるから，その展開が資本主義経済の発展とともにあること
はいうまでもない.その発展の類型的な区分を示せば次の通りである.9)
「①商業資本主義時代(商企業時代)
商企業の記録計・算の必要から，まず複式簿記が成立(商業簿記の成立).ついで決算貸
借対照表が成立する.
②産業資本主義時代(産業企業時代)
自由競争によ る工業大企業のも とにおいて，工企業簿記(工業簿記)の発展と版11ilH・
算(またはその萌芽)の成立.株式会社の発達による，株主，債権者への報告の必要
の増大により，貸借対照表の確立.
③集中資本主義時代(企業集中時代)
産業団体，カルテル， トラストなどの独占によ って企業活動の統制が行なわれ，経営
報告の必要から，経営統制，予算統制，経営比較などの新計理制度の成立をみる.ま
た資本主義の成熟化によ って企業経営の合理化が望まれ，原価計算が確主主する.
④統制資本主義時代(国家統制時代)
国家への経営報告と企業自身による経営統制が目的となる.企業計理の統一化の進
展，強制監査制度の確立・J
この類型区分は，経営発展と会計発展の相互の関係を示すーっの尺度である.これから
もわかるように， 会計計算は，当初は，商取引の記録計算という簿記論的な内容から出発
した.しかし，漸次，工業の発展とともにp 産業資本の要求にこたえるものとしての諸形
式をととのえるに至り，計算技術論として独立し，とくに，株式会社制度の発展の結J札
巨大な資本の集積がはじめられるに至って，伝統的な資本主理論の段階から経営主体~jl!論
の段階へ移行する状況になった.さらに経営活動の複雑化とともに，その全体を物的IliJi偏
において把える方向を指向するとともに，社会的利害の調整の場としての会計をも立i殺す
ることになったといえよう.従って，経営の継続性の前提において，経営の再生産を補償
する実体的な思考がおこなわれることになった. さらに原価計算制度，予算統制制度=など
の管理会計論が，経営の必要にこたえて伝統的な財務会計論と対立してあらわれてきたの
である.従って現段階においては，会計論は単なる計算技術論の領域にとどまらず，経常
論とのかかわり合いから理論的再編成期にさしかかってきたと考える.
資本主からの経営の独立過程では，会計計算の基準のなかに，経営の巴ntity概念がもら
こまれたことは既に述べた所で、あるが，当初の段階では，それは S.Gilmanのいうごと
く10)，会計の公準のーっとしてのものであった.すなわち①企業あるいは経'討災体の
cOllvention， ②貨幣評価の Convention，@会計期間の Conventiol1 Jなどである.この段階
での経営巴ntityは，所有に対立する会計単位を示し，経営自身の独立と，資本主からの家
計の独立を意味し，会計記録の可能範囲を示す概念として存在したのである.
複式簿記は，企業・経営実体 (entity)という社会的な Conventionが，社会的制j主とし
て承認されることを前提・とする.さらにその社会的技術としての機能が果され，常にれ'日
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点、資本主に対して charge(借方，すなわち責を負 うという意味)， discharge (貸方，すなわ
ち寅を解除するという意味)の関係にあることを前提として，経営それ自体を，資本とし
て投 ドされた経営の財産と，これに対応する equity(持分)との統一体として，勘定の体
系を通じて把握するのである.
従円て，経営の財産が経営の所有主，資本主から独立するtこいたったということは，こ
れらの人格的な結合からは分離された，純粋に物的な視点から整序された客観的な計算手
続の場が求められたということである.この意味において，貨幣制度とともに，経営の
entity概念のうえにたった会計と複式簿記の体系によ って， 経営の entityが認められるこ
どにかったのである.
このような観点から，経営主体にかかわる会計の理論は，大きく ProprietaryTheoryと
Entit)' Theoryの2つの傾向に分けられることになった.Proprietary Theoryは，経営の
本'fι 所有主 ・資本主の直接的支配においてと らえるから，資産 (資本主の財産)と負
債(資本主の債務)との差額は資本主に帰属するものと考える.また，Entity Theoryは
資本主から独立した経営自体の存在を認めるだけであるから，経営のすべての資産につい
て，資本主と債権者のごとき本質的な差別は認めないのである.
このように資本計算機能の伝統的純粋性は漸次修正を加えられることになり，経営の性
格の変化からも，利益配分に闘し，社会的制約が加味されることになったと考えられるの
である.すなわち，従来のような資本利益を直接追求する形から，経営の成果を多角的に
配分するための経営利益の追求の形へと変形したのである.これは， 究極的には経営維持
のためのものとして評価されるのであり，経営における多角的な社会的利益の調整のため
に， /1¥資者，株主， 債権者をはじめと して， 労働者利益・ 消費者利益をも含めた，社会的
計算制度をうみ出したといえるのである.このような立場をかりに社会制度理論として呼
ぶな らば， この理論は利益の社会的配分の理論であり， この立場はさらにつきつめればそ
れらの共通の利害たる経営そのものの維持のための経営維持論へと発展して行くものと思
われるのである.
経営維持論は
た経営維持理論をとる立場では， 企業体， 経営体の維持・ 自己補償理論が中心となるべき
であろう.社会制度理論の立場からは，社会的な利益配分の根底には社会的な利害関係者
集団を構成する個別の集団に帰属する持分の観念が存在しているとみるから，それぞ、れの
持分に対して利益の配分という形での利害関係が現われているといえるのである. しか
し， 社会制度理論は単なる持分論とは性格が異なり ，経営体に帰属する「経営体持分Jr企
業体持分」の設定という点が特徴であって，これは剰余金を経営体持分に属するものとし
た考えにもとづくものである.この部分は経営体にとっては処分自由のものであり，経営
の維持のために有効に使用すべき持分と認めて然るべきものなのである.
(2) 実質的費用補償理論の確立と特質
しかし，経営体の概念と主体の認識は， 単に持分論としての社会的利害の調整および経
営体持分の問題のみにとどまるものではない.経営を資本主などの立場をはなれた独立の
生産経済体としての段階において とらえるならば，経営体の実質的な生産力を内容とする
経済分析的な視点からの解明がなされなくてはならない.すなわちll)， r生産資本として実
物的思考による ものが会計の対象とな りp 損益計算は，貨幣資本の回収計算ではな く， 費
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用要素の回収による、生産資本の維持計算として形成されなければならずp したがっ‘て，損
益計算上収益に対応せしめられるのは，費用要素の取得時価でなければならな1什のであ
る.
このような視点からみれば，持分理論でおこなわれる価値配分は，最終的な経営政策の
問題としてとらえられるのであって，経営維持にとっては価値配分=利益配分過程におけ
る経営体持分の主張より も， 経営過程自体のなかでの実質的な費用補償による経営の維持
の方をむしろ優先すべきものと考える.従って12) rすべての利害調整の基底にあるべきも
のとして，企業会計は， 企業維持を超えて得られる ものを利益とする損益計算を呈示して
いかなければならず，費用時価計上の立場によらなければならないのであろう.しかるに
企業の持分に関する社会的動向の観察や利害調整から入ってい く企業体理論は，資産会計-
の面における主体論と交錯しているかにみえながら，社会制度的立場を強調するあなり，
往々にして，むしろ逆に，個々の企業経済の現実に即した会計の内容的，実質的検討から
遠ざかっていくことがあるJという指摘の通り，経営維持は，経営の実体的維持でなくて
はならないものと考えるのである.
以上のように，経営体理論 ・企業体理論は，経営維持の実質的理論の立場と，経営自体
を前提としつつもなお利害関係者集団の存在による社会的制度としての価値配分と利得澗
整をはかる立場とのこつの立場に分けられるが，今後は各々の二面性の紘一的解決をはか
る方向が求められねばな らないのであって，生産経済体としての経営を認識するならば，
両者は経営体に関する客観的な成巣測定原理を経営維持の実質的な費用補償と実体的給付
維持という点に求めねばならないのである.
このよ うな事態は，資本計算を単に名目的な投下貨幣資本の回収計算にとどめるのでは
なく，経営体に流入流出する価値の動態的把握にまでおし拡げるのである.動態論の発
生 ・成立は， このような背景を反映したものであり ，同時に， それは独占段階にきた資本
主義経済の体制的な要求，すなわち，実質的な経営資本の内部蓄積と実質的費用補償にあ
らわれる再生産力の維持の要求とも結びついているのである.
第 3節 経営維持論の限界と矛盾
(1) 経営維持論の体系と限界
経営の本質を生産活動を営み，かっ自律的に運動し成長する能力をも った組織体である
と認識し，あらゆる利害関係に優先して，その利害の調整の基礎をなす経営自体を維持す
べきものと認識するのな らばp 経営の成果は，経営の生産過程，流通過程の全過程につい
て，生産のために費消された価値の測定と 3 それによ って得た価値の測定によ って，その
増械をも ってされねばならない.単に経営資産の費用化過程をはかるというのではなく，
費用の自己補償体としての立場から，経営の生存=再・生産をはかるというのでなくてはな
らない.これに関連した主張は， E. Geldmacher， K. Hax などにもみられるところであ
る.
K. Haxの所論“DieSubstanzerhaltung der Betriebe， 1957"を中心として，経営維持:
に関する所説を整理すれば， 次のよ うな体系にまと められる13)• 
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1一名目資本維持
一資本維持--j
」実質資本維持
経営維持一|
i一再生産的実体維持
一実体維持-1
」給付的実体維持
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これによれば，経営維持は，資本維持と実体維持の二つの概念構造をもつものと考えら
れる.名目資本維持は購買力の変化を考慮せずに，単一の有効な通貨単位により ，貨幣数
最的に決定された当初の資本の維持をはかるものであり ，これに対して実質資本維持は，
l司ー購買力で貨幣数量的に決定された当初の資本の維持をはかるものである.しかしp 以
上のような貨幣数量的に決定された「貨幣資本Jの維持というのは，当初投下された名目
資本または貨幣価値修正の購買力資本を維持するというだけであって，伝統的な資本主居、
労と本質的には差異がない.むしろ，実体維持のための概念にこそ経営維持の目的がある
ものと考えられるのである.すなわち，再生産的実体維持は，消費した生産財をそのまま
の形において再調達するととを目的とするのであり，また給付的実体維持は，当初の生産
JH在高とすくなくとも量的質的に均等な生産物給付を保証するような生産財の再調達でな
くてはならないのである.これらのうち，すくなくとも当初の生産量を間質のもの以上と
して生産するためには，給付的実体維持こそ，経営体の経営活動にとっては最も重要であ
るといえよう.
(2) 実体的価値計算の設定 (矛盾の克服)
しかし，給付的実体維持は，従来の資本計算，経営維持論だけでは十分ではない.従っ
て，以下実体的価値計算の設定による矛盾克服について論ずる.
一般に経営に投下される資本は，貨幣あるいは現物の形態をとりつつ，その資本価値の
大きさに従って生産目的に費消され，資本と労働との結合によって生産的給付が創出され
る.しかも，資本は経営に対して一度投下されれば，その投下形態の知何を問わず，実体
的な生産の諸性質に従って現実に稼動する.すなわち，経営資本は，種々の機能形態を以
て存在し使用されることになる.経営過程へ投入された資本は，種々の具体的な機能形態
を通して，最終的にはあらたな生産物給付価値を生み出す.さらに，との生産物給付価値
は投入価1直の如何を問わず，あらたな社会的な評価基準に従って評価され，また実現され
る.
このように経営における資本は，その機能形態と悩値実現形態の二面によって把えるこ
とができる.この重要な計算原則をもとにして，経営の成果が測定されなくてはならな
い.このような認識に従って，経営に投下された資本について，その増殖量が測定される
ことが望ましい.すなわち，筆者は経営における成果の測定は，経営活動を維持するに必
要な資本(=経営活動に必要な総資産)の価値をこえて得られる剰余の価値の算定を目的
としておこなわれるべきものと考えるのである.
このような観点からすれば，経営維持はまさに，実体的価値において経営総資産を維持
するという給付的実体維持もしくは経営実体維持であるということになる.従ってこのよ
うな維持をはかるためには，実体維持の内容が実体的価値として客観性をもたなくてはな
らないのであるが，これは経営総資産の統一的な評価，すなわち市価を主体とした基準に
従ったものでなくてはならないのである.また，その後の評価格差は，すべて経営の内部
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に資本剰余金勘定として留保される必要がある.期首における経営の実体的イlIlili!(は，期中
ないし期末においても同様に維持されなくてはならないのである.
以上のように全面的に実体的な価値計算をとり入れるのとは，対照的な立場として，伝
統的な原価主義に従って，資産をp その減価償却とその取替において，費用を1I!i'frliによっ
て評価して実体的に再生産のための資本を再調達しようとする方法をとることもできる.
これは，実質的な費用を自己補償するという理論であって，時価回収という立場をとりつ
つも，原価主義の立場を離れないというこ元的な性格をもととしているのである.これは
経営総資産の維持を再調達の面で実体的におこなおうとするものである.
さらにいえば，実体的な価値計算に当って，総額法の立場で，実体的在高の比較(==資
産比較法)によって経営成果を把えるという立場と，純額法の立場で，期間的な生産的給
付の価値と，これを再生産するに要する費消的給付の価値の比較によって，給付的実体の
増減(=損益比較法)を把えるという 2つの方法が考えられるのである.
(3) 資本計算の限界と実体的価値計算の性格
経営の成果計算において，資本計算をとるか，実体計算をとるかは，経営維持に対す『る
経営の目的の如何によ って定まる.しかし，資本計算においては，貨幣価値の変動修Eと
いう手続がかりにその計算技術のなかにとり入れられでも，結局は期首 ・期末の貨幣資本
の比較に重点がおかれるのであり，期首の資本額をこえる剰余額が利益とされるのであ
る.このような利益は通常「資本利益J といわれるものであるといえる.しかし，この資
本利益は，単に貨幣資本の増減を示すのみであるから，経営の実体資本の真正のj削まにか
かわりないものである.
従って，経営維持を実体維持によ っておこなうには，資本利益では十分でない.つま
り，資本計算によって期首 ・期末の比較をおこなう場合には，いわば名目的な貨幣資本に
よっておとなわれるから，期首の資本額をこえる額を生じても，それがいかなる ~J~I+l によ
って生じたか，実体的ないかなる事由によ って生じたかは必らずしも明認できないのであ
る.このことは，棚卸計算法，たとえば拘束在高法，あるいは後入先出法等のいずれの方
法によ っても，貨幣資本額を基準としておこなっている以上，実物実体的に全く真正なも
のとして認めうるか否かには疑問を生ずる.問機に，いわゆる資本結合計算においても，
一種の積立金政策としては理解できるが，必らずしも，これによ って実体的価値の憎減が
調整されるとはいえないのである.
経営体理論 ・企業体理論をとっても，資本計算の範時においては限界がある.たとえば
再生産のための費用財の再調達時価，取替時価などの費用計上をおこなっても，これは生
産の種類や，技術革新，設備更新，経営資産の減耗 ・増加，あるいは取替上の問題など，
実体的な補償の如何が疑わしくなる場合も生ずるであろう.このように，資本計:算=会計・
計算の限界と矛盾は Jミなり広汎に存在している.すなわち，経営維持に必要な実体維持
をはかる場合には，すくなくとも資本計算を基盤とする以上，多くの矛盾と限界のあるこ
とを認めなくてはならない.
実体維持では，経営維持に必要な実体資本の維持を目的とする限り，きわめて尖物的思
考の強い計算を求めることになり，経営の成果は，経営の創出する生産物給付の1，lIi怖のiJlif
定と，経営資産のもつ給付能力の維持 ・発展を通してはじめて，実体的な価値の削減とし
てあらわされることになるのである.筆者は，既に述ベてきた通り経営計算の本質的視点
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を;15体的価値計算におき，その機能の限界におし、て「経営維持Jr実体k:住持」の完成をはか
ろうとするのである.
第2章 経営計算の基本的原理
第 1節 経営計算の基本的視角
(1)経営計算の基本的視角
経営計算の主体は会計計算である. この計算の目的が経営の主体の意識と判断によって
異なることは既に述べたとおりである.経営主の立場に立てば Propri巴taryTheoryとな
り，経営それ自体の立場に立てば EntityTheoryとなるのである.また，計算の目的の相
兵によ って，維持すべき資本の内容が異な り，利益の把え方が異なるのである.
経営計算を投下貨幣資本の回収という資本の所有主の立場に立って認識すれば，その計
算の対象は，投下貨幣資本であり， 目的はこの額をこえる剰余の測定，利潤の測定に他な
らない.従って，経営の活動は投下貨幣の大きさと回収貨幣の大きさでその成果が比較さ
Jt，ることになる.
しかし 3 経営の成果は，単に投下貨幣資本のみの成果ではなく，経営全体のなかの活動
の成果を総合したものでなくてはならない.投下貨幣資本の概念は，経営の元入資本，自
己資本の概念であるが，これのみの運動の成果として，経営の成果を把握することは妥当
で t.~ い蔚があ る. たとえば， 労働の成果などは可変資本の形態で， 一応資本の成果に包含
されるとはいえ，両者は一体として資本成果に包含され，その区分は明確を欠く.経営の
H:会的性格を前提とすれば，単なる自己資本の成果の把握ということだけでなく，経営資
本という総体的な動きのなかに経営の成果を把えなくてはならないと考えられる.
このような観点から，経営計算の本質を，単なる投下貨幣資本の回収計算と してのみ把
えることには問題がないとはいえない.経営の循環は，経営に投下された財貨の価値と機
能した価値，生産された価値の大きさにおいて把えられな くてはならないのである.経営
過程は投下貨幣資本の循環であると同時に生産資本 ・商品資本の循環でもある.このよう
に経営循環の根底には，給付系統の流れとその反映としての貨幣系統の流れとのこ系列の
流れがあることを認識する必要がある.
給付系統の流れを対象として経営成果の測定をおこなうためには，給付価値の生産と費
消の測定を主体として，いわゆる価値計算としておこなわねばな，らない.これに反し，従
来のごと く貨幣系統の流れを対象とするな らば， いわゆる資本計算(貨幣計算) としての
範囲でおこなえばよい.しかし，後者の当面する矛盾は現状でさらに深まりつつあるの
で，今後は資本計算の限界は明確に意識されなくてはならないと考える.この矛盾の克服
のための実体計算への指向は，経営維持の観点か ら重要な課題である.筆者はこのために
は，資本計算から実体計算への移行が必要であり，その根本思考として明確に価値計算が
意識されなく てはならないと考える. 資本計算の範囲内での資本実体結合計算なと‘は，既
にその範囲内にあるこ とによ る矛盾を克服するこ とができず，限界をもつものである.従
って，実体計算は，従来の観念を離れたあらたな視角から，考察されなくてはならないと
考えるのである.
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(2) 伝統的動態論の基本的性格
給付費消計算と収入支出計算とのこ元的な結合が試みられている最初は， Schmalcnbach 
による動的貸借対照表論である.Schmalenbachにおいては，経営成果の測定に肖って，
貸借対照表，損益計算書の形式s および貸借対照表と損益勘定の協同作用とが問題とされ
ている.彼においては究極的には貨幣収支計算と給付費消計算の結果の一致が原則とされ
ている.すなわち，収益たる給付の概念は，経営が生んだ価値のすべてと考え，きらに，
費用たる給付の費'消は，経営の目的であると否とを問わず，また経営の内と外たるを問わ
ず，経営の計算では破壊され犠牲にされた価値をさすものと考えている.
Walbにおいては，動的ニ勘定学説に示されるように，経営は外部から給付を受け入れ
てこれを加工して新らたな効用をも った財貨もしくは用役に変えて給付を流出するとす
る.貨幣の流れを給付の流れと対立したものとして把える.しかしそれは直ちに伽i伯計算
へと指向するのではなく，むしろ二元性を認めながらも財貨の流れを前提とした貨幣成果
計算を考えているとみられる.
これに対して， Geldmacher にあっては，経営の成果は，経営を通じて流入 ・流出する
2つの経済的な力の動きのなかに求められるとしている.この力は，その具象としての財
貨の運動によって客観的に把握されるのである.財貨は力の保持者であり，経済的有機体
の力のそう失，増加を財貨の増減にかかわって捕捉するという考え方である.
このように Walbと Geldmacherはきわめて対照的にその立場を示しているが，岩岡
厳教授は「手1)潤計算原理 (1956)Jでこの両者の統ーを試み，両者を包含した会計の本質を
規定している.すなわち，第 1に収益費用計算は， r貨幣の収支計算から転化した伝統的な
商品的利潤計算Jであるとし，第2に給付費消計算は「財貨価値の流れを追求する経常経
済的な利潤計算」としている.
また阪本安一教授は，現実の経済変動を前提とすると，動態経済下の経営維持の立場か
ら，Schmalenbachの主張する一致の原則は「貨幣価値に変動を認める限 IJJ矛盾すると
している.そこで教授はいわゆる f費用動態論j を主張する.すなわち 「費用動態論Jで
は，原則的には取得原価基準をとるが，未実現利益の計上は許されず費用財の価額と資本
の価額との聞に中和化をみとめている.経営は評価益の計上を排除し，実質的資本維持を
はかるという思考である.
これらの伝統的動態論はいずれも資本計算の範囲において実体的な機能を補完しも しく
は修正しようとするものである.
以上のごとく ，動態経済の段階に入ると，経営にとっては単なる名目資本維持では経常
自身の生産力，収益力を維持することは困難となっている.そこでまず第 1に，貨幣計
算 ・資本計算の限界内で、の措置として，貨幣のもつ実質的な購買力の変化に対応する修正
がおこなわれたと考えられるのである.同時に，経営(会計)計算の本質を単なる支払手
段のみを対象とするという表象的な性格のものから，給付系統の流れを対象とするという
物財的な思考へと転化させることにより，第2段階では，給付の流れと貨幣の流れという
こ元的な要因の存在を認めるという思考へと変化してきたと考えられるのである.さらに
物財的な思考は，物財を物財:そのものの価値の評価として，あるいは物財のもつ機能而，
すなわち生産力というカの流入 ・流出という側面において把えるという思考へと発展した
と考えられる.
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しかし，いかなる立場をとるにせよ，経営維持のためには，経営の給付生産能力が実体
的に維持されることが絶対要件なのであって，かりに実体維持に二側面があるとしても，
実体維持の方向を前提とする以上，実質的な購買力に よろ うと，実体の価値量によろう
と， 実体維持が保証される場合にはその効果に相異はない.ただし，前者が後者に比して
はるかに限定された範聞のものであることは否定できない.筆者は伝統的動態論での資本
修正計算の限界を認め， あらたな実体維持論の立場に立ち後者の方向を指向している.
(3) 実体維持計算の基本的視角
実体維持は，経営の実体の価値量の維持を目的とするからといって，経営の実質的内容
をなす個別の財貨の個別的維持を考えているのではなく， 財貨についてその生産力を経営
維持のために相対的に維持するに必要なだけを維持すればよいと考えるのである.すなわ
ち，価値生産機能をもっ一定の価値量の維持というこ とが目的であり，生産力の裏づけの
ある客観的実質的な思考を基本とするものであって，この一定の価値量こそが実体と して
表わされるのである.経営においては，生産的機能を果す各種の財貨が必要であり，これ
ら各種の財貨が相互に互換性をもちつつ結び、合って，全体として統一的な価値の生産と実
現をはかるのである.従って，このような実体維持は， 従来の伝統的な資本計算によって
は，十分になしえないものであり， 限界があるといわねばならない.実体維持に対する経
常の必要がさらに深められつつある現状から，経営(会計)計算の根本思考は， 実体計算
を指向し，実体維持をはかる所に目的がおかれねばならないのである.従って， まず，経
営の価値量を決定し，それを基礎に価値増殖量を測定し，経営の再生産維持のための基礎
が与え られねばならないのである.
第 2節 給付 (収益)の概念と認識基準
経営の収益は， 実体的価値測定の視点からみれば， 経営の生産活動， 販売活動の結果に
もとづいて生み出される価値の増加を意味している.価値の増加とは，経営からの社会的
給付の実現の事実と，経営における給付の形成の事実が基礎となっているのである.
経営の給付を収益認識の基礎におく場合には， 経営給付をいかなる段階においてこれを
容飢的に把えるかが問題となる.すなわち，この把握には 2つの段階が存在していると考
えられるのである.その第1は，時点的な把握ということであり，製造工業の場合のごと
く，製品の販売と引渡しによ って経営の社会的給付の提供がおこなわれたとみる立場であ
る.しかし，単にこのような 「実現過程」だけで収益を把えるのでは十分でない.第2
に，経営の給付をその形成の過程に従って認識する必要があるのマある.これは製造工業
でも，原材料， 労働用役， 外部用役等の生産要素が投入されて仕掛品となり，また完成品
として販売されるに至る過程を想定すれば容易に理解される.すなわち，この 『形成過程j
は生産成果としてのあらたな価値の創造過程なのである.
このような形で， 収益を把えるならば，その認識の基準も，収益の形成過程において認
識する『形成主義jと，収益の実現過程において認識する I実現主義j とに分かれることに
なろ う. なお形成主義については，これを発生主義とよぶ立場があるが，r"Accrual basis" 
は元来“Cashbasis"に対立する.主としていわゆる時の経過とともに増加し累積してい
く性質の費用や収益にのみ適用される認識の基準である. したがって収益の形成をもって
収益を認識せんとする基準を発生主義とよぶとすれば，これはかなり拡張された用い方で
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あるl<l)，従って，発生主義をさけて「形成主義」というあらたな基準が設けられて然るべ
きと考えられる.生産成果の測定という点では，価値増殖の過程というのは， Jiにその都
度において発生するというだけでなく，価値の形成ということにこそ意味があゐからであ
る.
次に，現在までの検討の参考のために伝統的に整理される給付(収益)認識Jυ~，の f*系
について示すことにする15)
(1)給付(収益)をそれの形成(発生)過程において認識する基準(形成主義 ・発生主義)
=生産基準，収穫基準，仕掛基準，工事進行基準， 実費補償基準，時間基準，棚卸基準
(2) 給付(収益)をそれの実現過程において認識する基準(実現主義)
=販売基準，権利磁定基準，工事完成基準， 割賦販売基準 (割賦期限到来某ilt!)，ft送
品販売基準
(3) 給付 (収益) を回収の過程において認識する基準 (現金主義)
=割賦回収基準，役務代価回収基準
第 3節 費消(費用)の概念と評価基準
経営で生産される給付価値に対応するのが費消価値である.経営体は給付・価航の生産に
必要な投資をなし，経営外部から生産のための原材料，労働J用役などを購入し，この対自Ii
として貨幣を流出させる.このように経営体において生じた outputと inputによって経
営の収益 ・費用がはかられる.
従って，このような立場に立てば，費消(費用)の認識は，それを計上する期間におい
て (時点において)客観的に確認しうる財貨， 用役の費消の事実にもとづいて， その費消
量に見合う価値量(給付・の流れの shadowとしての貨幣の流れ)が費用の額とされる.
この場合，経営体を費'用の自己補償体と して把えるならば， 経営体が生産経済体である
とu、う認識から，伝統的な原価主義ではなく，再生産のための再調達価格の計上をおこな
う方式を とるのである. これによって再生産のために必要なだけの費消財が得られること
になるのである.従って，具体的には，棚卸計算については後入先出法によ って掛川の時
価計上をおこない，固定資産については取替法や，時価償却主義をとることが必裂である
と考えられる.
一般に原価主義会計をもとに経営の貰'用をとらえる場合には，次の3つの段階が存在す
るといえる.その第 1段階は，投下された価値(貨幣資本)のままを原価として測定する段
階であり，第2段階は，原価を費消された費消原価と，未だ費消されざる未費消原古川の 2
つに区分するのである.第3段階では，原価をさらに，その期間に生産された給付(収益)
に賦課すべき部分と，然らざる部分とに区分し，その結果，期間の費用を確定するのであ
る.結局， 給付費消の期間配分過程において再生産維持がどのように満足されるかが問題
なのである.従って，実体維持の立場から，棚卸資産，固定資産についても，その脈問Ii配
分方法は再生産維持との関連において重要な問題であるといえよう.この意味においても
従来の計算方式には多くの限界があるといえよう.
しかし，実体維持の計算体系をとるための方式は未だ‘確立の段階に至っていない.従っ
て，筆者は現在許容される範囲で，棚卸資産，固定資産でも有効な実体維持のための襲用
評価方法をとろうとするものである.結論的にいえば，この過程では， 再生産的実体維持
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と給付的実体維持の両面からでなければ，実体維持は真正なものとしては完成されないと
考えられるのである.従って，この技術的体系の完成によってのみ実体計算体系は完成さ
jもることになるといい千号る.
以上述べてきたように，筆者は経営計算の本質を，安易に形式的な貨幣資本計算という
純粋性のみに求めない.従って，伝統的な資本計算の限界を認識し，これとは異なった立
場で独自に経営における資本をその機能形態と価値実現形態において実体的価値の視点で、
把える方式をとるものである. その理由は既に前章・本章全体にわたって述べてきたとこ
ろである.
第3章 林業経営計算の展開と特質
第 1節 林業経営計算の形成過程
(1) 林業収益評価論の原初的段階
林業における経営計算の発展は，その根底となる林業経営の発展の態様によって決定さ
れるものである.従って，資本主義経済一般のなかで形成された主として商工業経営にお
ける経営計算の発展と全く同様のものを林業経営のなかに求めることはできない.
林業の経営計算は，林業生産の特殊性，林業経営の特殊性のうえに立てられており，古
くは封建時代より土地の領有と所持を通じて森林の維持と管理をおこない，商工業のごと
く，出資関係を基礎とした組合企業，株式会社制度をもとにした資本制経営の形態として
は発展してこなかった.従って，従来の森林所有者の行動様式をもとにすれば，主として
財保管理を目的とした記録程度のものであった.従って，商工業経営のごとき資本計算を
主体とする取り組みはなされなかった.
林業においては中世以来，一般の商工業の取引記録にみられた口別損益計算，取引記録
としての単式簿記・金銭・物品出納l慌などの簿冊類も，家計経済のそれと未分化のものが
多かった.従って，林業経営計算の主体は，未分化の簿記論のなかで把えられ，漸次林業
部門もしくは立木資産の分化の過程のなかで独自の計算体系をもつに至ったとみられる.
すなわち，資本主義前期においては，計算論の主体は，静態的な資産評価論，あるいは
収穫予想論におかれており，理論研究としても16)17)，いわゆる土地純収益学説に属する
Faustmann， Pressler， H. Heyer， Martin， Endr巴s，Treb巴rjahr，Glassぼなど，また森林
純収益学説に属する H.Bur巴khardt，Bose， Hagen， Dankelmann， Qstmald など，および
森林収益性学派に属する V.Guttenberg， Godberse， vVagner などの，収益評価論が中心
となってきた.これらの検討過程では，林業経営計算は林業地代と林業利子に対する森林
所有者の関心，投資家の意思決定，地代論，利子論の確立への諸要因のからまりによって
進められたと思われる.との段階において注目すべき点は，すくなくとも，従来には明確
に立識されていなかった価値的概念が，表面に現われはじめたこと.すなわち，林業の収
益，地代，資本利子の概念が，これらの研究のなかで明確に意識され，費用価，還元価，
期望価，売買価などの概念が生まれてきたということである.これらが，たとえ，先進的
な大規模森林所有者などを中心として，それらの地主的要求にこたえるものとして発展し
たにせよ，資本もしくは資産，あるいは収益に関するはじめての概念の萌芽がみられたこ
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とは注目されるのである.
(2) 林業簿記論の研究段階
① 農林家簿記の発展段階
以上のような条件のもとでも，林業経営計算論がいわゆる林業会計論としての発肢をみ
なかったのは，林業会計論の成立が，簿記計算方式，なかんずく複式簿記論を似体として
でなければ，全くおこなわれ得ないという事由からであったと考えられる.もとより，林
業簿記論の未成熟，林業会計論の不成立は，林業経営が資本主義経営と しての内発的駆動
力をもたず，その資本循療の実体からいっても，その非近代性の故に自ら適合的な林業会
計論の方向を見出し得なかったことによるのである.従って，過去において長く林業簿記
論の段階が続いていたことは，当然のことであった.
林業生産は，一般に民有林においては，零細な農林家が主体となっておとなわれてお
り，しかもそれらの農林家では，林業生産は個別の農林家の総体的循環のなかに包合され
ているから，特別に独立した部門としてでない限 り，一切の財産取引 ・所得収支 ・家計収
支などと ともに存在しているのである.経営と家計が分離しておらず，経営資本の問定化
が認められない限り，損益計算論の適用は全く 不可能な状況にある.従って，農林家の多
くでは，大福帳式の単式簿記と収支計算的な記録がなされている程度である.このように
農林家では現金出納のほか，現物管理の簿冊がつけ加えられるだけである.精々，このよ
うな段階から一歩出ても，農林家の資産の一部としての立木資産などが，大植物などの簿
記勘定によって処理されているのに過ぎない.しかし，このような展開、のなかでも，立木
資産の成長現象に対する処理については，造林勘定の処理とともに特殊なものとして取り
扱われてきた.従って，立木についての作業級 ・蓄積 ・樹種 ・単価などに対する抑制方式
は，立木勘定， 山林勘定の設定とともに重視された.簿記論の段階においては，立木資産
管理の目的では，農林家の投下貨幣，投下労働jなどの時点原価について原始記録がおこな
われ， これに立木資産の評価勘定がその都度加え られる程度のものであった.然しこれも
現実にはそれ程多いものではなかったといえよう.
② 官庁会計式簿記にみられる発展
これに対して国有林野事業においては，官庁会計式簿記を主体として比較的平々 、時期か
ら，簿記制度を発達させてきた18).当初は現金出納計算を主体とした現金主義的経理であ
り，18世紀末からドイ ツでは，官房学の一分科となってきた.cameralism簿記を組織化し
た最初は，予算額と実支出額の比較計算であり ，予算と実行のチェックと，金銭の出納事
務の確認を目的としてきた.当初は現金出納のための日記帳的なものであったが，漸次，
債権債務関係の内容をも事項別に記帳分類する形式をとるに至った.さらに債械債務の発
生とか，現金の未収 ・未払などが記帳されるに至って発生主義的な思考もとり入れられ
た.また，c. P. Laurop， J.C. Schulzeなどの収入支出についての口座利用や，然林生産
物を現金評価して記帳する方式の併用等，既に19世紀の中期までには，現金管理的 ・資産
会計的な思考も現われてきていた.
しかし，現金会計と資産会計とは当初は一体的なものとしてまとまっていたわけではな
かった. 単式簿記の機能も手伝って両者はまとめられるべくもなかった.しかし.11なる
販売のみならず，林業では現物資産の増械をも管理する必要から F.L. Waltherは現物資
産の現在高の調査をとり入れ，現物収穫(成長分に相当する収穫)を上回わる販光および
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消費に対しては，現金収入の減として，当該期間の収入から控除して留保をはかるなどの
方法をとり入れた.
このように初期の林業簿記論は森林官庁の簿記論を主体として成立してきたのである.
cameralism簿記は，立木などの現物管理を基礎とする物的な生産組織論としての森林経理
学と深く関連しながら，収支計算を通して損益計算を指向した点に特徴があったと考えら
れる.
(3) 林業会計論の導入過程
その後，K. Katzer (1927) は，官庁会計式のものと複式簿記との混合方式を提案し，
Wcsselyは複式簿記の機能を利用し，立木資産の客観的表示をおこない， これをもとに経
営の成果をはかるべきものとした.純利益の算定方式として第1に期首と期末の財産額の
差頒を求めるという財産法的な手法をとり入れている.また，第2fこ粗収入と粗支出の比
較をおこない， その差額により利益を算出する方法をとっている.これは損益法的な処理
である.V. Guttenberg においては 羽Tesselyの第2法を修正し，収穫のために，蓄積量を
減少させるよ うな場合は， 蓄積減少額は資本の損耗として粗収入のなかから減算し， 期首
の財産額と，期末の財産額との差額によって利益の計算をするという方法が提案された.
K. Katzerの方式は，これらの点を集約して示している.
収入調査額+期末財産在高一(支出調査額+期首財産在高十減価償却額)=純利益
これらの方式は，現金取引への現物取引の追加的算入などの調整計算の性格をもつもの
であり，複式簿記の実質的な採用 と合 わせ， かなり企業会計的な状態に近づいてきてい
る.しかし，官庁企業としての制約があり，純粋な資本計算の方式を貫徹しえないうえ，
立木蓄積部分を含めることにより，森林経理学的な保続生産，あるいは法正蓄積の維持の
観点からの補正が加えられている等の特質がみられる.
以上のように， ドイ ツの国有林会計を基礎として，事業純益計算法一官庁会計式簿記ー
複式簿記の導入という初期の段階が進み，次いで独特の資産会計的思考がとり入れられて
かったと考えてよかろう.ここでは，林業生産の特殊性のうえに，国有林を中心とする法
正的な保続思想、が支配的であり，法正的保続と資産維持の両面から，立木蓄積に対する処
翌日がおこなわれ，貨幣計算と実物計算の結合という特殊な理論体系が生まれたことは，林
業会計論の特徴である.資産管理的な実物計算が，林業の経営管理としての計画的な伐採
と育林との規制=林地再生， 収穫規制と深くかかわり合ってきた点は重要である.いずれ
にせよ林業経営における成果測定理論は，複式段階の損益計算 ・金銭出納会計 ・財産会計
から漸次， 動態論的な会計へと移行してきたのである.しかし，この過程は，実質的に
は， 一般における簿記論から会計論への移行のごとく典.型的なものLしては進まないので
あり，かなり限定された特殊な形でj生んで行ったとみられるのである.
第 2節 林業経営における資本維持論の矛盾と眼界
(1 ) 動態論の導入とその限界
林業経営への資本計算の適用は，複式簿記の導入とともに急速に進められ，その萌芽期
を経て， 20世紀に入札動態論の影響を うけるに至り発展のテムポが早められた.しか
し，現実の林業経営の適用には自ら限界があり，それぞれ現実の森林経営と林業経営の発
展段階に即応した形態が考え られねばならなU、状況であった.
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動態論の発生は，経営の外的要因の変化，貨幣，価値の変動が主因てゃある.欧州とくにド
イツでは，インフレーションが循環的に発生し，投下貨幣資本に対する防衛措慌が講じら
れた.このような状況下では，林業の発展の如何にかかわらず，資本主義経済全体からの
種々の外圧力が林業経営に対しても影響を及ぼしたのである.このため，第 lに経営資
産，とくに立木資産の価額の妥当性が問題となり，第2に林業の再生産に必要な， 育林資
本と労働力などを維持確保することができるかどうかという費用評価の問題が生じたので
ある.これらの問題は，従来の歴史的原価主義，取得原価主義に対して，貨幣(dli!l[修正計
算，も しくは，再調達原価の計上などの修正を要求しているのである.これらLti'{t態論の
限界と矛盾を示しており， これらの克服として動態論の方向が出されたのも当然であろ
っ.
動態論の導入は，貨幣価値変動修正の方向で進め られ，再評価手続論が検討δれた.こ
れは，立木資産価額を従来の原価主義へと変更する方向でおこなわれ，実物管理としての
実質的 ・実体的な思考が強められた.とくに資産管理という点において国有林野事業にお
いては資本維持論として登場した.現物管理の方式は，既にドイツの固有林においても模
索されていたが，20世紀中期以降は，わが国の進歩の度合の方が早くわが国の[工l冶・林野事
業では既に林業会計論としての基盤が形成されるに至った.現在のように，特別会rll制度
が大幅に企業会計方式をとり入れているのは，わが国以外には認められない.欧州におい
ては依然として cameralism計算の延長もしくはその修正が限度である，
(2) わが国の国有林野事業における資本維持論の展開と矛盾
わが国国有林野事業においては，独立採算の特別会計制度を創設し，自立的 ・fj主的な
方向での会計運用のなかで，購買力資本維持と実物的な資本維持とを結合させんとし，終
極では，基礎在高法という棚卸計算法に活路を見出したと思われる.しかし資本維持に関
するとの段階での検討では，たとえば野村進行博士の資本維持観については 3つの段階が
とられていたといえる.すなわち，第1段階は，実物資本，とくに立木蓄積の検討をおこ
ない，これの維持もしくは再調達についての可能性を解明した. しかし，同氏は林業経営
では費消された立木の調達時価の把握は不明であ り，その適用は困難であるとした.第2
段階では立木の調達時価と販売時価との比較は，現実には第1段階と同じ理由で不可能な
ので相対的資本維持論も妥当でないとした.第3段階では，前2者の限界が明らかとなっ
たので，再び貨幣資本維持に立ちもどったのである.結局この段階では資本計算の既成観
念、の範囲を出るこ とができなかったのである.従って，単に貨幣価値変動を考慮し尖質的
資本維持の立場をとるのが限界と考えられたのであった. しかし，単に購買力としての資
本を維持するだけでは，立木蓄積の維持は保証されない.かかる観点から，資本計算の限
界内での最大限の可能性を追求する形で，基礎在高法の導入に踏み切ったものと打{察され
る.しかし，この方式は既に現実には有効ではなく，事実基礎在高法とはいえない.
(3) その他民有林における問題
これに対して保続以前の段階にある民有林業に対しては，林業会計論の展開は，そう容
易なものではなかった.未だ，会計論の展開に対して基礎を与えるような会計慣行の存在
しない段階においては，林業簿記論研究の段階が通常のものであった.従って般的な
貨幣{il日値変動に対してもp 資産一般の評価という形よりも，育林の経費の引き上げと U、う
再生産面のものが大部分であった.一般の農林家に対する影響は，会計論におηる担大き
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な特色はなく， 簿記論の修正， あるいは所得計算の修正にとどまってきている.大規模森
林経常においても，林業一般の税制においても，資産税， 収益税とも完備した複式簿記制
度を必らずしも必要としないし，物量とその価額の決定は複雑な手続を要するので， 実物
資本的思考による評価は経営外部に対しては，積極的な形で‘は現われなかった.Uしろ経
営内部における自己管理の過程で， 蓄積， 価額などの管理資料が財産計算的なものとして
静的δれたに過ぎないのである.税制上は経費率という形の再生産視点からの期間的損益
計郡・ 収支計算の方にウエイ トがかけられている.
(4) 林業経営における資本維持論の限界克服
林業経営の特殊性からみて，資本計算の発展には多くの制約がある.経営自身に資本制
経常としての展開をおこな うに十分な内発的諸条件が熟していない以上， 資本制経営を前
提とした資本計算と資本勘定の概念に合致しない点が多々あるのも当然である.資本計算
を純枠な形で把える以上，それは投ド貨幣資本の回収計算以外の何ものでもない.林業経
常における諸矛盾を今後，さらに克服して行くためには，基本となる林業経営の資本循環
の態様に合致した簿記論・ 会計論の確立をはかり，林業経営論とのかかわ り合いのも とに
経営の合目的な計算体系を設定する努力が求められる.このような経営の主体的解析とと
もに，技術論と しても森林経理学との技術的接合，すなわち， 森林経営の計画的管理規制
との結合をはかつてこそ，実体的な価値創出の分析をおこなうことができょう.
第4章 林業経営計算の基礎対象および基礎原則
第 1節 林業経営における成果測定の基礎対象
林業経営計算論の研究においては，従来は資本計算の一般的適用とその合理性の主張が
大部分であったが，そのような研究方法等は著しくその限界をもっ.そこで筆者は，経営
計算に対する基本的思考の再検討と，林業経営計算の再確立をおこな うべくさらに本論を
進める.
さて， 林業経営はその主体構造からみて，一般に資本主義経営以前の段階にある. とく
に多数の資産管理的・家計補充財的生産の存在に起因する資本計算の未成熟段階で、は，容
易に資本制企業を前提とする資本循環の態様に合致すべき点を見出し得ない.経営に固定
化された林業資本の存在が見出しがたい以上，簿記的資本勘定概念の延長，あるいは，投
下貨幣資本の回収計算などの方式L 現実的適合性を見出しえないことになろう.投下貨
幣資本額を上回わる真正の剰余額の算定が現金保有の簿囲内での配当可能利益の追求と合
理的な脈絡を以ておこないえないということになると，林業経営における資本計算はきわ
めて特殊な場合にのみ限定されるこ とになろう.
林業経営においては，収益は資本利潤のみならず，地代収得分，労働持分などを包含し
たものであり，経営の性格によってその持分額の分割方式が変化する.従って資本制企業
のごとく出資資本が明織にその計算目的と して立ち現われない限り，経営の現実的態様の
もとでは出資者資本持分を前提とした純粋な資本計算は成り立ち難い， 現実には，土地資
産， 立木資産を含めた実物的資産による物的構成が主体となり，資本計算という場合の貨
幣的 ・貸方的概念よ りも，借方的 ・資産的な実物資本の概念が主体的なものとして把えら
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れる.このような側面からの把握は，資産計算 ・価値計算としての立場に立つものであ
り，この前提において，経営計算の展開をおこなうことを基本的な立場としてその方式の
検討をおこなうのである.従って，これは期間的総合成果計算の性格19)をもつものとして
認識される.
(借)B/S (t't) 
価値実現形態 | 価値犠牲形態
(機能的およひe増減的実現投下資本)
差引成果
第2の要件としてあげられるのは，林業生産のもつ特質であり，立木による森林生産は
自然カが自立的に作用し，天然更新にあっては労働力および資本力を全く要しないという
点である.また，人工更新の場合でも，労働力および資本力の費消は自然カに比べればは
るかに低い.農産物を生産できないような所でも森林は成立する.ここでは自然カの自立
作用を経済学的に理解する困難性と資本機能の不貫徹性に注意しなくてはならない.また
林業では農業に比べて広大な面積を要する.しかも，その生産過程はきわめて長期であ
り，林地をうるために投下された資本も長期にわたって回転し，またかりに回転がおこ
なわれたとしても部分的なものにしか過ぎないのである.伐期が長期にわたるということ
は，保続的な林業経営においては，年々の収穫高の数十倍の立木蓄積を必要とする.Ti:Jt1J 
にわたる生産過程では，森林，すなわち経営手段，生産手段の滞留がおこなわれ，年々の
生産物となお生産過程にとどまるものとの 2つの部分に分括されるのである.従って年々
回転するというのは(蓄積)資本のごく一部ということになる.しかし経営に滞留する部
分でも，経済学で、いう固定資本の概念とは異なるのである.
林業生産においては，このような潜在的な土地資産，森林資産の機能とその自己運動の
結果としての成長現象とが，経営の成果測定を実体的価値の把握に向かわ しめるー凶をな
している.保続的な経営では，この基本をなす部分は比較的規則正しい系列をなしてお
り，こうした生産物在庫の定着と自然増価は，林業にとっての特徴的な点である.
以上の諸点から成果測定をあくまでも純粋な資本計算の一般的適用としておこなえば，
期間的収支の把握にとどまり ，林業の長期性を考慮すれば，期間的収支は必らずしも期間
的な損益，および給付費消の事実とは合致しないことになり，期間的成果を反映するとは
いえなくなる.またs 経営主体の意識からいっても，純粋な資本計算は成り立ち得なU¥
まさに商工業におけると同ーの資本計算の能力に耐えうる産業とはいえないのである.
これらの制約と矛盾を一歩進めて克服するためには，現実の会計諸慣行および経営条件
からみて，資産的実体的概念を媒介とした新らたな価値的な管理計算=実体計算の設定を
試みることが必要と考えられるのである.このあらたな計算方式は，現段階での会計I賀行
のなかでは未完成のものであり，資本計算としてよりは，実体計算，あるいは広義の管ml
計算の範曜のものとして位置づけられるものであろう.このような点から，資本計算と一
応区分された形の実体計算の方式を提起するものである.この両者の区分が不明確なまま
におかれるならば，両者は混同され，会計に経営の方法がもちこまれ，ひいては限界をこ
えた会計が経営に優先することになれば，経営自身としても矛盾におち入ることになろ
う.両者の結合ということは，現段階ではなお理論上の課題としてとどまっているのであ
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る.
さて，実体計算は，勘定形式でいえば左側借方総資産を基準とすることになるから，林
業経営においては(あるいはそれ以前の家業的経営においですら)まず生産活動 ・経営活
動を維持するにいたる(あるいは財産としてのみ保持されていても)基本的な資産(実体)
が如何なる形態で存在し，如何なるものとして評価されるかが基点となるべきであろう.
従って，これらは伝統的な資本計算とは異質的なものとして把えられるものであろう.こ
れは家業あるいは経営に投下された本来の意味の自己資本ではなく，生産活動の維持に必
要な実体的総資産の意味である.これにより期間の生産活動の成果は，生産目的，あるい
は経営目的などにそって設定された実体的価値を基準とすることになる.従ってこのよう
な災体価値をこえたものが経営成果として把握され，経営(生産など)の真の利益(純価
値附加分)とされねばならない.実体計算はこのように，資本計算の故に優先された資本
利潤のみを目的とする計算をこえて，地代，労働持分に対する配分，経営(生産など)の
再生産可能な留保分などを含めた総体的な実体価値の増減の測定を第一義の目的とするの
である.
尖体価値の増減計算に当っては，基本的には，第 1に実体価値比較法=期首 ・期末の総
尖{本価値の比較によって総実体価値増減をみる総額法的な方法と，第 2には特定の細分さ
れた期間(年度ごと)の生産的給付の増加価値と，これに対応する給付費消による減少価
値とを比較する実体的給付費消比較法=純額法的な方法との 2つが考えられる.
前者においては，林業経営(生産など)に必要な実体が基準とされなくてはならない.
たとえば，保続的な生産の場合では，その生産をおこなうに足る合理的 ・計画的な蓄積
量=施業案の最も適正と判断する蓄積量を基礎にして，これの時点価値から 3 維持すべき
実体価値を求めるのである.ただしこの実体価値は必らずしも単なる蓄積維持にとどまる
ものではない.しかし，このような実体計算が毎期おこなわれえない場合には，毎期は主
として年々の実体増殖=成長量を基準と して時価により実体増加分=成長価値を測定し，
これに対応する時価原価，すなわち実体費用=育成費用との対応から実体成果を測定する
ことも便法である.
この実体計算は，施業期のごとく 3 蓄積調査のおこなわれる期末において実施されるこ
とが望ましい.従って，実体価値比較法は施業期においておこなし、，実体給付費消比較法
は施業分期においておこなうことによって両者を関連づけることができる.
以上のように実体計算においては，実体そのものの価値実現の把握とともに，実体増減
の裏づけとなっている生産力の増減を問題とするのである.とくに自然生産の性格を考え
れば，生産要素の一部である土地，立木資産は自由に交換し補足したり'することは困難で
あり，森林生産の物質的循環はそれらの有機的結合の体系であるから， 一度破壊されれば
その回複には相当の時聞を要する.従って，森林生産における再生産の実行，再生産財の
調達は自然的リスクを含めて極めて困難であるといえる.従って，計算技術論として，総
額比較法をとるにせよ，純額比較法をとるにせよ，森林経営上の有機的結合体(森林)を
除くことは不可能である.実体維持は同時に生産力維持につながり，実体増減は生産力の
流入 ・流出とつながっているのである.
このような段階におU、ては，実体計算を主体とする林業経営計算論は，林業経営と林業
生産の本質と深く関連することになり，林業経営における森林の合理的 ・計画的な管理，
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生産諸要素の有機的結合を反映しながらも，価値計算の本質を離れるものであってはなら
ないのである.
第2節 林業経営における成果測定の基礎原則
成果測定は林業生産とくにここでは育林生産を主たる対象とするために，その自然的生
産の特質が問題となる.従ってその主要部分である立木資産の価値増減と，その11:.能力の
増減が中心となる.このような前提で，育林経営過程における生産の展開を価値尖現の形
態に即して検討することにしよう.これは従来の方法が，単に立木在高や再生産費だけを
す及っているに過ぎなかったという限界を打破して，新らたな実体的な方法の基礎を確立し
ようとするものである.
この研究ではまず，立木資産の形成=立木生産を目的対象としての投資過程を解析す
る.立木生産は，土地をその基盤として成立し，土地を生産に適合する状態に整備しつつ
苗木の成育あるいは天然更新における稚樹の成育をはかる.森林の施業はこのような立木
の成長を促進するための森林生態系の形成を目的とし，森林における物質循環をこI.:J也と立
木状態の最適結合の段階において実現しようとする.この形成過程において，人間の投資
行動ならびに労働過程を包含しつつ経済的なものとしての成果を生産するのである.この
過程を立木の形成過程と呼んでおこう.立木はその形成によ って，市場価値を生み，最終
的には伐出過程によ って，その価値を実現する.これを実現過程とよんでおこう.林業経
営計算は，この形成過程と実現過程を対象とするものである.
立木の形成過程においては，立木は生産の進行にともなって継続的に増加を続り累積さ
れて，利用可能の段階に到達する.農業においては，生産物の培養期聞は，揺穏より収穫
に至るまでほぼ1年以内に完了するものが多いが，林業においては 1年以内では成熟をみ
ることはできない.立木蓄積は育成の目的によ って異なり，生産期聞は純生理学的成熟に
従う立木成長関数と，育成投資の収益関数とのすくなくとも 2面により決定される.これ
が施業案における 「成熟期Jまたは「伐採期Jの概念である伐採期Jの幅は広く，立木
の現実の伐採は，需要側の要求と供給側の動機とによって決定される.また現実に伐採
期Jは，作業方式の差，たとえば，皆伐用材林作業級，択伐作業級，中林作業級などによ
っても異なる.また立木集団中における個体格差，林分格差なども存在する.作業訟の如
何によ っては単木単位の作業の場合もありうる.従って厳密には，形成過程は， }キ1.木の単
位においても存在しうるものである.しかし，森林生態系は，自然条件とのかかわり合ャ
自然環境とのかかわり合いから，林分単位ぐらいで集団的生産を成立させうる性格をもっ
ている.従って，形成過程は林分単位のもの，単位立木の集合体としてのものとして把え
ることが適正である.この林分単位とu、う ことは，単なる地割概念、ではなく，作業法，施
業案単位として成立しうる程度の自己完結性をもっ概念であり，生産力基準としての統合
性と，実体価値の形成体，実現体としての統合性をもっ最小単位として認識できるという
基礎的な前提を満足するものでなければならない.それは後にも述べるが，単なる作業の
概念の作業視点での作業団(作業級)ということだけでなく，実体価値の増械を担保する
に足る価値実現の単位と しての視点からの思考が加え られた単位のものでなくてはならな
い.ここでは適当な既往の概念が見当らないのでJ価値級」あるいは「制li値生産組織体!
と呼ぶことにする.実体計算の体系は価値級単位の，あるいはその集合体単位のものとし
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て成立する.
育林生産の成果は，以上のような単位についてその価値増減，実体増減の状況に即して
il¥J定され，各単位ごとに，立木 ・林分の生産経路，成長経路が把握される.計算がー単位
のみにとどまるならば，その単位だけのものとして，また，いくつかの集団構成をなすも
のとして把えられる場合には，各単位の集合体としてのものとして集約されるのである.
大規模経営の場合には，各事業区ごとぐらいに，以上のような単位の決定が必要となろ
う.比較的均質な生産 ・成長経路をたどる 「同質的J な単位の系列を発見し，実体的価値
的な測定を参照しつつ，これらの単位の集合体を基礎に，育成生産を実施することが望ま
しれこれらは，いく つかの伐採列区によって，合目的的な質と量をもっ集団として配列
され，収穫予定および育成生産の基礎となるような価値的実体的な総合的施業組織体であ
って，経済論的な裏づけをもつものとして存在しているのである.
育成生産の)1国序としては，人工更新の場合，まず伐採がおこなわれ，次に人工更新のた
めの準備作業 ・地帯えがおこなわれる.次いで苗木の植栽 ・下刈り，その他の保育作業に
よって第2次段階が進行し3 その後は管理 ・保護を中心とした第3次段階が進行する.こ
の間，立木は成長をおこない，利用可能 ・販売可能の段階に入る.この利用可能段階は，
流通市場要因によって決定される.次に計画上の伐期令に到達すれば，そこで販売 ・伐採
の過程に入って形成過程は完結する.このような過程を通じて，立木資産は，物的な蓄積
面では毎年の成長量の累積， 21 より 2"までの総和として把えられる.この物量の総体
が立木資産の実体的な構成部分となる.
立木資産の物量的な把握は，以上のようにきわめて過程的なものと して動的にと らえら
れる.この場合，成長量の測定は純然たる技術問題として取り扱われ，それ自体としては
測樹学の問題なのである. しかし，これを価値的な実体計算の視角からみる場合は 1つの
重要な問題を生ずる.これは，淑.IJ樹学における「可測限界J にともなって生ずる「進界成
長量」以下の価値的な問題である.進界成長量は，成長量の測定を一定径級以上のものに
限定しておこなう場合に生ずるものであり，非常に径級の細ハ成長上，生産上の準備段
階にある首木などの集団のごとく，成長計算では対象外となった部分についての問題を生
ずるのである.確かにこの部分は，物量的にはウエイトは Oであるが，価値的には最もウ
エイトのかけられた投資部分を構成するのである.単なる物量計算ではこの部分は無視で
きるが，実体計算では，この部分は無視できないのである. しかも，この部分は 『生産力
の源泉Jでもある.従って，進界成長量以下のものは造林量として把えることによって実
体計算の主要な部分として取り扱われるべきなのである.従って，実体を構成するものと
して，第 1に成長量，第 2に造林量=育成量を包含する必要を生ずる.
以上の検討を総括してJ形成過程Jr販売(伐採)過程」に関する物量基準の「実体計算J
の方程式体系を決定することにしよう.これは成果測定の基礎対象に関する包括的な方程
式体系によって示すことができる.
記号 定義
R， (S，) 
R， (SQ) 
t 期の~J首実体量(標準量には n を付す)
J期の期末実体量(標準量には1/.を付す)
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記号 定 義
R， (Zω t期の現実成長量(標準量には Jtを付す)
丸 (Cω t期の現実育成(造林)量(標準量には Mを付す)
九 (Dw) 期の現実枯損量(標準量には 1tを付す)
R， (f("，) 期の現実伐採量(標準量には 1'を付す)
なお標準量は計画的合理的な施業を基礎とする経営計画の計画期(施業期)の
標準量
(実体増減方程式)
R，(Se-Sa}=R，(Zw}+Rt(Cw}-R，(D"，}-R，(f(ω) 
(標準量を導入した実体増減方程式)
R，(S，-SlIe}-R，(Sa-SlIa}=R，(Zw-ZlI}+R，(C"，一CI)-R，(Dw-DI}-R，(f(w-J(，}
成長量過不足 育成最過不足 f占領量i宣不足 伐採量il!不足
(実体増減 ・要因別方程式)
R，(Zw+C，υ}-R，(D叩十ICv}=R，(Se -Sa) 
実体坤j加 実体減少 実体用減
(計画期内の標準量を入れた実体増減方程式)
分期計算の集計方程式となる
tEMto-z，HglRt(C，u-Cn)-Ut(Dw-Dn) 会R，(ICv-f(I) 
=ぷ {R，(Se一九)-R，(Sσ一九)}
要因別に配列すると，
21Rt(Zけら)-Ut(Daυ十IC，)= ，主 {R，(Se一九 )-R，(Sa一九}}
「形成過程」においては，物量基準の実体の形成は， r育成量(造林量)JまたはPlent巴rwald
の場合には「自然発生量j を基礎として，これに 「成長量Jが加わっておこなわれ，実体
の減耗は「枯損量」ならびに「伐採量」によっておこなわれる.ただい実体は物量的に
形成されてもJ育成量(造林量}Jに対してその対価としての貨幣支出仏 (C"，)が経営から
流出し伐採量」は反対に対価として経営に貨幣収入 G，(f(W)を受けと:5.
第5章 林業経営における給付費消基準の適用と限界
第 1節実現主義の適用と限界
林業経営においては 「形成過程Jにおいて，物量と しての「実体Jが形成され， r実体J
の成長の結果として「利用可能」段階に入った立木が伐採の対象となる.これは「間断経
営Jのみならず 「保続経営j においても，全体の林分が一定の規則的な配列のもとに組織
づけられている場合，最高林令の林分から販売される場合が多く，各林令のクラスは保続
的配列の関係で循環し販売される，
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実現主義は，生産物給付が販売されてはじめて価値実現を確認する.生産物給付がかり
に経営過程において形成されていても，販売という社会的提供なくしては経営の成果とし
ては認めない.販売によってはじめて当初投下した貨幣資本が回収され，収益が実現した
と考えるのである.従って，販売の事実を基準にとる以上，収益は立木の市場価格によっ
て決定され，これに対応する費用は，原則的には，歴史的な取得原価=原価主義によって
決定される.これによ って，資本計算としては最も純粋な形でおこなわれることになる.
取得原価は育成生産による場合は「形成過程」に投下された育成生産費と管理費，保護
費等が相当し，中途買入の場合は購入取得原価が相当する.極端な場合には原価を認めな
ャ場合もある.この結果，販売実現収益と投下原価との聞には大さな差額=剰余を生ずる
ことになるが，これは全く名目的なものに終り，実質的な利益を求めることにならないも
のといえよう.間断経営にあっても保続経営にあっても本質的な相具はなく，林業の収益
は他の産業と変りなく，生産期間の長期性にも拘らず同様に計算されることになる.
従って経営過程とくに形成過程における生産物給付の時点的 ・継続的把握の必要はな
く， 事後計算としての現金主義的・原価主義的な機能に徹底すればよいのである.
しかし，同時に実現主義の基準には次のような限界もある.第 1段階は動態経済下の不
3公定な貨幣価値の変動ということである.第2段階は，再生産視点からの再調達時価の確
保という点からである.
第1の段階においては，貨幣価値修正計算が問題となる.これは変動的で安定性を失っ
た貨幣価値に対して安定価値計算をおこなおうとするものである.インフレ利益の排除に
よって真正の経営の利益を求め，資本維持を購買力の維持においておこなうものである.
従って育成費(造林費)などの原価に対しては，貨幣価値変動率を乗じて修正する.
来修正原価×貨幣価値変動率=貨幣価値修正原価 (α)
これにより資産勘定に修正原価と未修正原価との開差を生ずるが，これは価値修正勘定な
どによって処理される.しかし現実に原価構成要素は貨幣価値変動率による修正だけでは
十分ではない.第2段階の方法としては，一般物価の変動指数を以て修正せねばならない.
来修正原価×一般物価変動指数=物価変動修正原価 (b)
さらに，市価を基準とした時価評価額を求め(これは実物的再調達時価である)，この修正
原価を控除して評価損益を算定する.
時価評価額一修正原価 (α または b)=評価損益
以上の修正計算も， r間断経営Jr保続経営Jについていえば，長期の時間的ズレがあり，
技術的条件の差があるので，必らずしも現実の再調達のために十分な費用の計上とはいえ
ない場合が多いといえよう.
費用の再調達時価計上の具体的方法としては，第1に個別的な再調達時価を評価する方
法，第2に個別資産ないし特定グルーフ。ご、とに，歴史的原価に内部価格指数，または外部
価格指数を乗じて算定する方法の 2つがある.
棚卸資産として立木資産を把えると，保続経営では後入先出法などの適用が考え られる
のであるが，間断経営ではあらたな公準をつくらなくてはならない.購買力資本の維持の
みの目的ならば，修正原価主義によってもよいと恩われるがJ実質的費用補償」というの
ならば，有形的，可視的な実物としての育林生産要素の確保をおこなうにたる十分な費用
の計上が必要となろう.
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棚卸資産は収益を獲得する手段として経営内にとどまり，将来の収益の源泉となる.立
木資産は将来の販売に備えて経営内に準備されるとともに，生産段階に応じて，生産の準
備(植栽)，生産の継続(成長)，生産の完了(販売可能)と配列され，その順序から棚卸資
産のそれと類似する.しかし，立木資産はそれ自体としても成長をおこなう成長資保であ
って，これが特殊資産たるところのものである.
立木資産の原価配分方法は，実現主義をとる限り，再生産維持との関連では，後入先仕l
法，実体維持積立金法，基礎在高法などがある.後入先出計算は，主としてカレントな収
益にカ レン卜な費用を対応させること を前面に出すに対して，基礎在高法は，期首 ・WJ末
の棚卸評価額の確定に重点をおき，計算の結果としてカレントな収益にカレントな費用を
対応させる効果をねらってν、る.これはあくまでも原価配分方法としてのものであ り限界
がある.これは保続経営の場合には，内部の物的置換によって，すなわち成長量=伐採最
の構造関係によ って，年々成長量だけを伐採し，その成長量を維持するにたる造林がおこ
なわれれば蓄積は固定化されて増減がなく ，当初の価額をそのまま引きつU、でもよいとい
うことになるという方法によ って説明されることがあるが，これは資本計算方式としては
限界外のことであり，むしろ実体計算の体系で説明さるべきものであると考える.現実に
基礎在高法を矛盾なく理論的に説明することは困難である.
販売基準に関連して，大規模な土木工事のように工事完成基準をとることも考えられる
が，この基準の適用は，全く機械論的であって，現実の個別の林分は，工事の個別のそれ
と全く 比較対照することは不可能である.これは後述する実現主義の実現収益の性格の説
明によっても明らかである.
また，立木の販売においても，実現過程の最終段階である現金の回収を以て収益を認識
するという立場(回収基準)があるが，これは信用経済の発展した現状のもとでは安全性
を見込み過ぎている ともいえる.しかし反面引渡しのみの危険を考え，金利の負担を考え
れば合理的でもある.いずれにせよ，実現収益の立場をとることに変りはなく ，基本的思
考において販売基準(引渡基準)と変らない.
実現主義は，林業経営の成果を最も客観的なものとして認識しているが，この実現収益
に対応する原価主義的費用の内容にはきわめて問題が多い.歴史的原価の矛盾は，長j倒産
業である林業においては殊更に大きい.これに対して，修正原価主義の立場，実質的費用
補償の立場，実体維持積立金法の立場等を通じて，再生産を維持する方法が考案される
が，いずれも資本計算の限界内の処理方法であって，長期の将来にわたる保育条件を予測
し，森林生産の有機的結合をもととした現実の成長力に対する計画的な規制をおこなうと
いう林業生産に特有な実体的な性格を十分に満足しうるものではない.
また， 自然生産の立場から，長期生産としての立場から，育成生産の成果を，生産の段
階に応じて各生産時点において捕捉するという点では，実現主義は何等これにこたえるも
のをもたない.育成過程における投資の効果を，単に販売した年度だけのものとして還元
評価するという点でも矛盾を生じてくる.
確かに資本計算の純粋な立場に立てば， 実現主義こそ，唯一の正統な基準であると認め
られるが，後入先出法等を用いたとしても，何らかの物的置換なり，生産物給付価値から
の補足をおこなわねばならず，資本計算の限界をこえたものとして現われるのである.
以上のような問題点について明らかにするために，実現収益のa性格について実体増減方
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程式によって解析表示しよう.なおこのテストのモデノレとしては，法正的な状態の保続
経営を用いることとする.なおここでは，簡単のため，
枯f員量，Rt (Dw)=O 
現実成長量=標準成長量，九 (Zw)=Rt(Z1/) 
現実伐採量=標準伐採量，Rt (ICo)=九 (K1/)
現実育成量(造林量)=標準育成量(造林量)， R，(Ctv)=丸(C1/)
とする.従って，
Rt(Z1/十C1/)-R， (K1/) = R t(5. -5fl)=c0l1st 
である.
物量の流れに対する貨幣の流れをみると，期首・期末の貨幣残高を Gt (5a)， G t (56)' 
R， (K，)に対しては G，(K，)の流入，Rt (C1/)に対しては G，(C1/)の流出を仮定すると
G， (Kn)-Gt (C，)=G， (5e)-G， (5fl)=c0l1st となる.そこで両者をまとめると，
(ιRt (Z"広仏ιJ川 ιω'1)ιR，(K，ぱ低件ι
一Gt(CI)十G，(Kn)=G， (56)-G， (5.) 
三となる.両者の対応で特徴的なのは，Rt (ZI)自然(現実)成長量の流れは，実現主義的
主貨幣の流れとは全く別個のものとして実体的には存在しているという点である. これを
t=l年より t=1I年(輪伐年)までについてみると，物量的には，t=l年に実行された
R1 (CI) の林分が t=1I年に実行された伐採量R1/(KI)の林分に当っている.U年の RII(CI)
は，(t=tt+(1t-l)=21t-1)年後に伐採さるべき林分の育成量(造林量)に当るのである.
また，貨幣的な流れについてみると，t=l年に実行された 九 (CI) に対する投下額仏(C1/)
の流出は，t=1t年まで取得原価として残存し，t=u年になってR1/(K，)の伐採に対する
対価としての GI (K，Jの流入によって回収されるのである.従って 1 年における計算
は， GI (K，)マイナス G1 (C，Jとなる.
所与の前提のもとでは，t=l年の投下額も 1年の投下額も，貨幣価値変動がなければ
等しいといえる.従って G1(C1/)→GI (CI)の置き換えがおこる可能性を生ずるが，これ
は実物的には全く相具したものなのである.
実現主義においては，GI (Kn)対仏 (CI) の対応によ って，明確に収益を認識しうるの
であるが，実体的な形成過程からみると lt 年において販売した林分(立木)は ， t=l~1t
年にわたって毎年の成長量を累積してきたものであり，期間計算の立場からは，1 年だけ
の収益とするのは適当でなし、J貨幣の流れj と f物量の流れJにおU、て， r成長量の流れJ
だけが分離していたのは，あらためて t=l~u 年にわたる「形成過程」の検討の必要性を
示唆するものであり 3 これは， r実体計算Jの対象と されねばならえiu¥ 
第2節形成主義の適用と限界
形成主義は，長期の生産期間に対応する給付費消の認識基準として有効である.工事の
進行度合，完成度合に応じて，収益を計上する基準として，仕掛基準，工事進行基準など
が資本計算の範囲内で許されている.
しかし，工事進行基準を満足するためには，次の 3つの前提条件がある.すなわち，第
1条件は長期の生産期間をもっということでP これは林業の場合問題がない.第2条件
は，収益の確定性ということで，これは「契約額」であり最終的に確定した価額でなくて
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はならないのである.工事のように注文生産，請負生産であればよいが，林業のように変
動的な市場価格のもとでは，この基準はあてはまらない.また立木生産では，工事のよう
に完成時点を明確化できない.伐期収入を最終価額とすることは無理があろう.第3条fq:
は，生産物の完成までの費用(原価)の見積りの確実性という点であるが，これは林業で
は比較的容易に把握される.幼年期にほとんどの育成作業が終るからである.しかし技術
体系は比較的明確としても，反面，枯損などの自然災害があり，危険性が大きい.また，
建設工事等のごとく技術工程が画一的均質的でないので進行度合の見積りはむずかしい.
また生産期間の当初の部分に投資が集中し，費用基準の配分率をとれば，成長量の少ない
幼少部分に収益が集中し， 全く立木の成長とは逆の現象を生ずる.このように時間の経過
と原価の発生が比ι例的でなく ，物量形成が原価費消を基礎として比例的でない点は，工事
進行基準が適用できないことを示している.
形成主義としては， こ の他に生産基準の立場があるが，これはワイ スキー ・ ブ ドウ ì~îの
場合と同様に，自然増価の問題としてとりあげられている.すなわち20)，r立木については
それがいずれの成長段階においても販売が可能であり， しかもその販売価額が比較的客観
性をもって把握しうる場合には，これを完成品とみなして，販売価格から伐採 ・搬出・引
渡等の諸費用を控除したものを期末資産価額として，これと帳簿価額との差額を収益とし
て計上するとともあながち不合理ではあるまい.このことは動物やウイスキー ・ブドウ消
等の場合にも同様であるJ としている.しかし，自然増価は立木においては複雑な内特を
もつものであって，とくに育成過程における育成費(造林費)の取扱いが，育林経営にお
いては重要なフアクターとなる.育成費 (造林費)は，自然増価が客観的に確認される以
前の時期において集中的に投下されているから，立木の資産価額の主要な部分を占めると
考えられるのである. しかも，長期の生産過程にわたる実体的な価値増減のなかでは，育
成費(造林費)は無視しえない関係にあるので，自然増価といっても，立木の実体価値の
基点を決めてからのことでなくてはならないと考える.従って，現在の生産基準の許容限
界の限りでは，問題は必らずしも明確には解決されていない.まして，自然増価を単に仕
掛基準の立場から説明しても，また，さきに述べた後入先出法の立場から説明しても，資
本計算の範囲で扱う限り，極めて限界的な問題に属するといわねばならない.
このように，給付費消基準の適用には多くの限界が存在する.従来の基準を単純に適用
しでもそれは意味をなさない場合が多い.林業経営においては，資本計算の設定はきわめ
て限定された範囲のものにとどまらざるを得ない.
資本計算の存在を最も純粋な形態に保っとすれば実現主義の原則に従わざるを得なれ
しかし他方，現実の育成 ・形成過程における生産的給付の実体価値の滑減と，土地資産 ・
立木資産の実体価値の増減を客観的に把握するためには，生産給付能力の維持とともに実
体的 ・給付的価値に即した計算体系を確立する必要がある.このためには，計算技術概念
として，実体基準=生産力基準の設定が必要であり，この概念を媒体として，実体計算休
系の設定に到達するのである. これは伝統的な資本計算という財務会計論と対照的に実体
計算として，財務会計論と管理会計論の統合的な体系を目指すものである.実体計算は，
経営の価値生産機能の反映であるから，実体そのものの価値測定とともに，育成生産にお
ける造林木の再生産力と，経営に滞留した潜在的な育成的生産資本部分の大き怠もそれ自
身，実体構成部分としてプラスされる必要がある.自然増価はそれ自身収益であるという
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よりも，経営実体にプラスされた育成生産資本の価値を超過した部分として，超過後に純
成長価としてネット概念として把えられるべきであろう.
林業経営においては，究極においては林地の再生と収穫の規制を目途として実体維持が
おとなわれ，実体計算は，価値計算としての性格を通して，生産計画の遂行と経営の内発
的な発展を評価する機能をもつものである. しかしあくまでも，その機能を逸脱すること
なく，経営の合目的的な計算体系として所夜するのである.
そこで，その第1段階として，次のような特殊な給付費消基準(かりに実体基準とよん
でおりを設定し，成果測定の基準を求める.
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の設定と実体計算の方式
;筆者は以上の考察から次の独自の特殊基準の設定によ って，実体計算の方式を完結させ
る.この特殊基準は，従来の認識基準とは異なる立場をとるものであり，実体基準ともい
うべき実体計算への媒介概念として設定したものである.この基準は林業経営の経営過程
に民1しておよそ次のような段階に分かれる.すなわち，生産物の社会的給付としての実現
の段階(実現主義=販売基準に従う段階)，生産物給付価値の形成の段階(時価基準=市価
基準に従う段階)，生産物給付価値の発生段階(生産資本の投下価値ロ原価基準に従う段
階)の 3段階である.
これを具体的な評価方法に即して配列すると，次の通りとなる.すなわち，
①生産資本の投下価値(育成(造林)投下額)の段階
②生産物給付の形成(推定市場価格)の段階
③生産物給付の実現(市場価格)の段階
である.
この方法では，当初からの育成(造林)投下額を累積し，これが推定市価法による立木
価に達するまでは， (10年以降)そのまま原価として累積する.ある時点で推定市価法によ
る立木価が，原価の累積を上回わったならば，そこを変換点として，上回った純額をはじ
めて成長増価分として認識する.以後推定市価法による立木価が，現実の市場価格から逆
(実体基準)特殊基準第 3節
実体価値幽線
国
第1蛮
1 r育成投下額」累積曲線
????????????????
H推定市価曲線〆〆
〆
〆
ノ
/n 
1・/シ〆
I 
ls市場{附各曲線
一 (劃IHt*l¥分)1: 
i投
(i)トー(資産化部分) J下， ti
(i) 
資
(ii)号
年令
l，目を結合する方法， point M， T:変換点
目を結合する方法， point N:変換点
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l第2に，
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算された市場価格をもとにした立木価に上回わられたならば，
価法は現実市場価格にもとづく立木価に変わる.
そこを変換点として推定市
この場合にも 2つの処理方法にちがいを生ずる.第 1の方法は，立木価が原1I1fi(育成
投下額)を上回わってからは，追加的に生ずる育成投下額の方は，発生の都度，その~~Jの
費用として取扱う.立木価にさらに追加の育成投下額がくわわれば，立木価は過大となる
からである.第2の方法は，育成投下額を最後まで資本支出として計上しつづけることと
し，発生の都度，立木価から累積額を減額して，その剰余を「純価値成長Jすなわち成長
増価分とするという 2つの方法があろう.
このような方法によって作成される評価曲線を，実体価値曲線=実体価値関数とよぶ.
この曲線は第1図の通りである.
また，保続経営の場合には，立木価は次のような状況となる.(Ve'， Va'はそれぞれ実体
価値を示す)
年令10年以下で、は，育成投下額によって評価が求められたとすると，次の通りである.
Z=Ve Vo=22Vi-2vtzo(2CiSCi=o) 
ZF=VJ VJ=2fjVi12fJVi=o(主cfs-SCi=o)
なお，この場合には，期首では年令Oより年令10まで存在し，保続的配列の関係で期末
には年令 1より年令10までが存在することになる. しかし期首の年令Oでは裸地であり評
価としては立木価は Oである.
年令11以降推定市価法により (t-1)年までの単価を測定した場合にも，同様に立木和liが
求められ，期首と期末の比較で純価値成長が求められる.ここでも保続的配列の関係で，
状態は変らない.
Z=Ve-Va= L;Vi-L;TノT，=0 
Z九三Ve'-Va'= L; ρjVi- L; ρjVi=O 
.j=ll i.i=ll 
現実市場価格によって評価する段階には，
Z=Ve-，-Va= L;Vi-L;Vi=Vu 
Z'= Ve'-Va'=土ρjIFi 21ρjViニ九Vu
以上の結果から，保続経営においては，伐採跡地の更新が前提とされれば，実体的な生
産力は損なわれることなく，全体の成長量は，最老令林分の蓄積に相当して得られ，実体
価値の増加p すなわち成長価(純価値成長)は最老令林分の販売時価と合致することが明
らかとなった.
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さて，実体増減方程式における立木資産と貨幣資産はこれまでの考察からも明らかなよ
うに物量基準のものから価値基準のものへと変換され， 実体価値増減方程式=実体計算方
程式に書きかえられることになる.立木資産の実体価値に見合 う評価関数を A，(S.)， A， 
(丸)， A， (Kw)， A， (Cw)， A， (D山 A，(Zw)とすると (η を付したのは計画上の標準量)
次の関係が成立つ.
A， (Se-S"e)-Jl， (Sa-S"a)=A， (Zw-Z，)十A，(C山一C，)
-A，(Dω-D，)-A， (ICυ-K，) 
実体維持は，これを再生産維持に限定すれば，費用財の実物的な再調達で十分であり，
育成(造林)量と その実体価値を再生産視点でととのえればよいということになる. しか
し，林業経営においては，実体維持は，必らずしも，造林の実施・保育だけでは十分では
ない.成長資産としての立木そのものの保全と維持が必要なのである. すくなくとも量的
質的に均等な生産物給付を与えることのできる再生産的実体維持と，当初の生産量を同質
のものとして生産することを可能とする生産財在高の維持を含めた給付的実体維持が必要
とされるのである.
従って，合理的な収穫規制と林地再生を基礎とした標準量(法正状態では法正量のごと
きもの)をもととすれば，さきの実体計算方程式をもとにして実体維持視点から，伐採 ・
成長・枯損・育成別に価値的過不足を調整することができる.すなわち，
物量的過不足 価値的過不足
一 一一一 一ー一一ー 一一一一
伐採超過 Kw>K" 伐採不足 Kw<K" 伐採超過 K，.'>K，/ 伐採不足 Kw'<K，/ 
成長不足 Zw<Z" 成長超過 Zw>Z" 成長不足 Z，/<Zn' 成長超過 Z，.'>Z，'
育成不足 Cw<C" 育成超過 Cw>C" 育成不足 C，v'<C，.' 育成超過 C，.'>C，'
枯損超過 Dw>D" 枯損減少 Dw<D" 枯損超過 D，.'>D，/ 枯損減少 Dw'<D'/
これにより ，物量基準と価値基準の両面より，実体的過不足が把握され，実体に対する
侵蝕または過剰の状態が表示される.
これらは，いずれも合理的な経営計画において決定されている標準量(1経営計画期間
内における標準量，ただし年度ごとには年度標準量として配分される)と，現実に実行さ
れた量との過不足を基準として，これに相当する価値の変動を実体計算のなかで，実体に
対する過不足として整理し，経営計画期の期末で清算するための調整勘定である.
林業経営では，5 ~10年の経営計画期ごとに実地棚卸がおこなわれ，年度ごとにおこな
われないので，年度における中間的な経過勘定として設置したものである.実体計算をお
こなう立場からは，立木資産勘定における変動がきわめて重要な篭味をもつので，年度ご
とにせよ，立木資産勘定に増減を及ぼす要因をチェックする必要がある.
とれらの調整勘定は，既に述べたように，それぞれ標準量に対する現実量の過不足関係
をもとに，以下のような意味での処理をおとなう.
(1) 伐採調整勧定
伐採超過=(現実伐採量一標準伐採量)x販売時価単価
P/L 
伐採超過
?????
B/S 
現金(または現金|伐採調整勘定
等何物
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伐採不足=(標準伐採量一現実伐採量)x販売時価単価
PjL BjS 
(2) 成長調整勘定
立木販売高
伐採不足
現金(または現金
等価物)
伐採調整勘定
成長超過=(現実成長量一標準成長量)x販売時価単価
PjL BjS 
一ー一ー一ー一一一ー」
立木資産 | 
成長調整勘定 | 
成長不足=(標準成長量一現実成長量)x販売時価単価
PjL BjS 
成長不足 !価値成長 立木資産 !成長調整勘定
なお成長量過不足は，伐採量の取扱いとともに重要である.実体維持の立場からは，伐
採量規制の基準となる成長量の変化が適正なものでなくてはならない.伐採の方法，およ
び伐採後の造林の方法によっては，例えば，伐採超過時の造林が，跡地全体をカバーしで
おこなわれない場合などには成長量損失をうむことになる21) このことは伐採跡地造林の
不可欠性を意味するものであって，このことに対する調整として同勘定を設けたのであ
る.
また，成長量の過不足と枯損量の過不足とは，包含して取扱うことができる.異常な自
然災害においては，被災立木の評価額は立木資産の減として取り扱われるべきであるが，
経常的な生理的現象については成長量の追加または控除によ ってもおこないうる.
(3) 育成 (造林)調整勘定
育成超過=(現実育成量一標準育成量)x調達時価単価
PjL 
現実育成費 育成超過
BjS 
現金(または現金
等価物)
育成調整勘定
育成不足=(標準育成量一現実育成量)x調達時価単価
PjL BjS 
現実育成費 | 現金(または現金 |育成調整勘定
育成不足 | 等価物
(4) 枯損調整勘定
枯損超過=(現実枯損量一標準枯損量)x販売時価単価
PjL BjS 
枯損超過 l価値成長 立木資産 |枯横調整勘定
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|価値成長
枯損減少
341 
以上の調整勘定は経営計画の期末では，それぞれ借方残，貸方残を合計して，経営の実
体。1;値を構成する立木資産 ・貨幣資産を主体として整理清算される.ただし，これは経営
の尖-体価値を侵蝕しないという原則のもとでおとなわれるので，かりに過伐で立木資産が
減傾されでも，この相当分は貨幣資産の形で保持される.
年度ごとには伐採調整勘定，枯損調整勘定などは，個別に立木資産を増減することをさ
け，貨幣または価値成長を通じて調整しておくのであり，結局は調整勘定が貸方にあらわ
れれば立木資産の械を意味し，借方にあらわれれば増を意味する.成長調整勘定，育成調
強勘定も価値成長または貨幣を通じて調整し，貸方 ・借方の意味も同様である.
また，年度ごとの成果測定に当っては，これらの瞥定的な経過勘定の意味は次の通りで
ある.すなわち，実体にプラスするか， マイナスするかが基礎となっている.
借方 貸方
伐採 ・成長 ・枯損調整勘定 未収収益 前受収益
育成調整勘定 前払費用 未払費用
このように，林業経営の成果測定を実体計算の立場でおこなーうことによ って， r実体j の
形成と流入 ・流出の関係を動態的に把握することができるのである.
第 6章 総括 (林業経営における成果測定の基礎的体系〉
林業経営の成果測定に関する基礎的研究の結果を以下体系的に示すことにする.筆者は
林業経営の成果測定に当って，資本計算の限界把握と林業生産の特質を基点として，前述
した如くあらたな概念設定をおこない，この実体概念を媒介として，生産物給付価値の増
減を主対象とした実体計算の方式を提案したのである.
そこで最後に，総括して資本計算方式，資本修正計算方式，資本実体結合計算方式，実
体計算方式について，その形態 ・機能 ・限界について比較し，それぞれの特質につu、て示
そう.ただし，以下の表式においては E'=立木販売高(収益)，1('=伐採価，G'=当期の
利益とする.
(資本計算方式)
盃工:JL-1-fと と_1竺空塑竺型的州限 界
間 IG'=E'-K'=E'-C'-A' 実現|取ー 得 |名 目I1il絡安定J切にのみ
自IC'=育成投下傾合計(歴史原価 原 価 |資 本 |再生産維持
吾 I A'=管理費その他投下級合計(歴史}Jr'1:(ilfi) 
保 G'=E'-K'-a' l実 現 |I原!耳得i町!名資本回|同上
=E'-C'-a' 
統
C'=育成投下'傾合;1ー
ふ干 a/=当期のその雌貸 (C'には岳民 |貸発 生用
'呂 貨をくり入れないとして)
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(資本修正計算方式)
ì~Jfl l '二三三互二三三:ご二I<<~f!きをj':ìllíililiiJ唇亙王二王
G'=E'-K'-X' 実現 |修正|購買力 II!持貿力維持の限界
=E'-C'-A'-X' 原 価|資本 |において再生産総
=E'-C'-A'一(C"-C')一(A"-A') 拘
1tl 
?
=E'-C"-A" 
C"=C'の貨幣価値変動修正原価
A"=A'の貸幣価値変動修正原i目i
C"-C'>O， A"-A'>O 
価値修正勘定
経
呂
保 G' = E'-K' -a' -X' |実 現 |原修 正価 |購資本買力 |同 上
t売
=E'-C'ー がー(C"-C')
=E'-C"-a' 
経
C"ー C'>O |費発 生用
1営 価値(lI'lEi!OJ定
(資本実体結合計算方式)
適用| 言| 算 方 式 |鮒基準|費消基準|資本維持| 限 界
mlG'=E'-K'-Y' |実現|再調達 |再生産 |再生産的実体維持
崩 =E'-C'-A'一(C川一C')一(A附-A') l'時価 |資本 |の限度
答 =E'-C'/I-A"I
.~ I C川一C'>O，A川-A'>0実体維持積立金|
G'=E'一K'-a'-Y' 笑現|再調達|再生産 |向 上
時価 |資本=E'-C'ー がー(C川一C')
=E'-C'"ー が 発生貨
用C"'-C'>O笑体維持続立金
保 I G'=E'-K'ー が
=E'-C'"-a' 
?
?
?
?
????
??
? ???
再生産的実体維持
および再生産力維
持の限度内での給
付的実体維持
C'"=再調達時価
a'=当期のその他経費
統 1 Va'=期首蓄積価
Ve'=期末蓄積価
S.E.R=実体維持積立金
R.R=補充引当金
経 I 2'=当期仕入(成長分)
2"=当期仕入(超過仕入分)
Va=Ve 
立木 a/c B/S 
'.I弓
Va' I Ve' 
2' I C川
S.E.R I 
VaくVe(tl:入超過，払出不足)
Ve' S.E.R 
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立木 ajc BjS 
Va' I Ve' S.E.R Ve' 
保 I Z' I C川
Z" 
統 IS.E.R 
Va>Ve (f上入不足または払出超過)
経 立木 ajc BjS 
Vイ Ve've' I S.E.R 
営 IZ' IC' IR.R 
S.E.R I C川
R.R 
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(実体計算方式)
函-1-王 子7- lJ 一 寸両手l~i員長|訂正副長一 一 五一
(1) G' = Z' -a' 
(2) G'=Z'-N'ーが
N'=当期育成投 下傾費用化分
a'=当期その他経費
(1) G' =E'-K'+Z'-a' 
1m I =E'ー (C'十.:EZ'-C')} +Z' -a' 
=Z'-a' 
(2) G'=Z'-N'ー が
断 C'=育成投下創合計(資産化分)
sZ'=価値成長合言l
(1) G'=E'-K'十Z'-a'-X'
経 =Z'-a'ー (C"-C')
(2) G'=E'-K'+Z'-N'-a'-X' 
笑 [本 lt鮒的実体制tJ;l'
(j診成過程で成長
を累積する)
形成 IJli(得 |実 体 |給付的実体維料i
原価 1(名目)1 1 ¥-j:l 1=1 I 1 成長量伐l采，断、
発生
費用
地造林の前提量0'
満足する限り)
|形成 |修正 l案 作|給側実体制
原 .価 I(帆 I I~購買力1山総
I 発生I I閣内一保|費用 RiE) =Z'-N'ーイー(C"-C')
C"-C'>O価値修正勘定営
(1) G'=E'-K'+Z'-a'-Y' 
=Z'-a'ー (C'''-C')
(自)G'=F'-K'十Z'-N'a'-Y'
=Z'-N'ーが (ーC'''-C')
C附 -C'>O災体維持積立金
???
??
? ???
実 体 |給付的実体維持
(再生保)1
1 (再生産力維持の
範囲内)
(1) G'=E'-rぐ+Z'ーが |形成|取得原 |実体 |給付的実体維持
保 =E'-{C'十(5:Z'-C')} +Z' -a' 価 . I (名目)I (成長量伐照，跡、
=Z'-a' 
k-Jc 1(2) G'=E'-K'+Z'-N'ーが
=Z'-N'-a' 
発生費
用
t也造林の古ífV~を満
足する|浪り)
経 1- 一一一 一一一← 一一一「一一ー~-~:ï (~lËBíi; r:一一ー「一←ー 一ー一ー-
3IMfd-ur-44 1形成 |価 |夫仲|耐似体維持
1 1m. 1 (相刈)1 =Z'ー がー(C"-C') 1 ¥1'"A'JI 1 (購買力維持の純
発生11(1(2) G'=E'-K'+Z'-N'-a'-X' 用 囲内で再ー生産を保
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=Z'-N'-a'一(C"-C') 証)
C"_C，>O {削直修正勘定
(1) G'=E'-K'十Z'-a'-Y'
=Z'ーがー (CIII-C')
(2) G'=E'-K'+Z'-N'-a'-Y' 
保 =Z'-N'ーがー(C川 -C')
C州 -C'>O実体維持積立金
(1) G'=E'-K'十Z'-C'-a'
(2) G'=E'-K'+Z'-C'-N'-a' 
価値的過不足
統
K'>Z' I K'くZ'
C' <Cn' I C'>Cn' 
(3) G'=E'-K'一(K'-Kn')十Z'一(Zn'-Z')
+C'一(~n'-C')ーD'一(D' -Dn')ーが
経 1(4)G'=E'ー K'一(K'-Kn')+Z'一(Zn'-Z')
+C'一(Cn'-C') -D'一(D'-Dn')
-N'-a' 
価値的過不足
営 K'>Kn' 
Z'くZn'
C'くCn'
D>Dn' 
，?
，?
，?
? ??
??
?
なお，この方式についても C'については
貨幣価値変動修正，再調達1時間による修正
が可能
形 成 |再時調価達 笑休 給付的実体総j'!i
(再生産) (再生産維持の柿
発生費 四)
用
一一一一 一
形成 |発生費 実体 給付的実体維持
用(再 (給付) (再生産，給付
調達時 (再生産) 維持)
価)
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Summary 
The major purpose of this res巴archis to provide the fundamental th巴oryof forest 
management accounting. 
For many years， forest management accounting has be巴n activ巴lyengaged in 
r巴nderingassistanc巴 inconnection with th巴 administrativ巴 protlemsof forest-owners. 
However， for巴stmanagement accounting has an:ived at the limitation of its capacity， 
01 account of various economic c011ditio11S. 
From a historical point of view， there ar巴 twostages in Japan in the process of 
the developm巴ntof forest management accounting. 
The first stage is the studies on for巴stbookkeeping. The second， the studies on 
forest management accounting. 
1n the fist stage， ther巴 hadb巴enfrequ巴1treferenc巴sto the“farm巴r'sbusiness" or 
“forest owner's busin民s"and it had b巴巴ntaken for granted that bookkeeping was 
primarily concerned with the farmer's busin巴sactivity or forest owner's business activity， 
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but， first， there were many cases of owners who were not carrying on any Sy8t巴matic
business activities， whose income was clerivecl from agricultural procluction， E()r巴stry
procluction， wages or salary receipts and interest on savings accouut， and whose asscts 
consisted solely of pocket cぉh，balance in savings account， household equipment， farm 
land， forest， other productive b邑longingsand residence. For the above rea5Ons， the farmcr's 
business or forest owner's bl1siness had limitations of production， orbusiness activity. 11 
this situation， the need for extensive accounting r巴cordsand financial reports was 10t 
acute. 
In the seconcl stage， as varying clegr巴esof capitalistic economy cleveloped， natiolJal 
forest business， large forest owner's business and large sized forest business changed 
greatly in character， not only because of differences between the various business ficlds 
but also b巴caus巴 ofdifferenc巴sin size， methods of operation， schem巴 ofo1'ganization， 
and 50 on. So， this fact raised the problem of the need fo1' preserving fo1'est capital and 
observing its operating data. In particular， the managem巴ntof national fo1'巴sthas u巳en
interested in op巴1'atingbl1siness history， prodl1ctive performance， financial 1'esults， and to 
satisfy this managerial accol1nting a range of facts regarding the activities of forest busines.~ 
must be provided， in田 faras thes巴 canue expressed in financial terms. Examples of sl1ch 
data the selling value of timber prodl1ct declin巴dto Cl1stomers ; the cost of silvicultural 
materials 01' merchandis巴 aquiredand consumed the cost of employee s巴rvices th巴
valu巴 offorest accu111ulation. These kinds of accounting data are of utmost importance， 
both for the purpos巴 ofmaintenance of business entity， and for the purpose of scientific 
planning and control of forest production. Our national forest business has prepared， at
least annually and in some cases fo1'巴achplanning term， the profit and 10ss stat巴1巴nt，
the operating statement. 
日owever，in the紅白 offorest management accounting， itsho111d be recognized that 
there may he variol1s sp巴cialitiesof prodl1ction and limitations of capital accol1nting. 
As matteJ・snow stand， itis necessary for th巴 deve10pmentof forest nanagemcnt 
accounting to considerat巴 thesubstantial method for calculating th巴1'esu1tsof forest 
bl1siness productiol1， conforming to t 
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1(，/ : standard cost of standing timbers (estimated) 
C，/ : standard cost of silviculture (estimated) 
Z，/ : standard value of growth (estimated) 
D，/ : standard value of dead standing timbers (estimated) 
G' = E'-1(' + Z'-C' -a' 
PjL 
1('>Z' I 1('<Z' 
C' <C，/ I C'>c，' 
G'=E'-1('一(1('-IC，')
十Z'-(ZI/'-Z')
+C'一(C，/-C')
-D'一(D'-D，/)
-a' 
PjL 
1('>1('/ 1(' <K，/ 
Z'<ZI/' Z'>Z，/ 
c' <C，/ C'>C/J' 
D'>D，/ D'<D，/ 
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